
          平成30年度平成30年度平成30年度平成30年度　　　　一般会計予算編成状況一般会計予算編成状況一般会計予算編成状況一般会計予算編成状況

○ 三原市の予算（案） 476億 7,800万円（前年度 456億 7,700万円）前年度比 ＋4.4％

○ 国 の 予 算 （ 案 ） 97兆 7,128億円 (前年度比 ＋0.3％)

公共事業費 5兆 9,789億円 (前年度比 ＋0.0％)

○ 広島県の予算（案） 9,538億 9,000万円（前年度比 △2.5％）

※広島市への教職員給与負担権限の移譲の影響を除く場合，9,746億 800万円（前年度比　△0.3％）

○ 地 方 財 政 計 画 86兆 8,973億円

1. 歳入歳出規模の伸び率

＋0.3％ (前年度 ＋1.0％)

2. 一般財源比率

66.9％  (前年度 67.0％)

3. 地方交付税の伸び率

△2.0％ (前年度 △2.2％)

4. 地方債依存度

10.6％ (前年度 10.6％) 

5. 投資的経費（単独事業分）の伸び率

3.2％ (前年度 3.6％)

○ 財 政 投 融 資 計 画 14兆4,631億円 (対前年度当初比 △4.4％)

うち地方公共団体分 2兆8,102億円 (前年度比 △2.0％)

○ 地 方 債 計 画 11兆6,509億円 (前年度比 ＋0.1％)
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 平成30年度　予算編成状況総括表
 単位：千円

会　　　　計　　　　名

一 般 会 計 47,678,000 45,677,000   2,001,000   4.4%

ケーブルネットワーク事業特別会計 30,870 151,520 △ 120,650 △ 79.6%

港 湾 事 業 特 別 会 計 133,000 123,560   9,440   7.6%

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 55,170 50,440   4,730   9.4%

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 539,800 511,800   28,000   5.5%

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 3,622,710 3,581,680   41,030   1.1%

漁 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 39,710 38,380   1,330   3.5%

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 83,210 88,300 △ 5,090 △ 5.8%

小 型 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 108,110 106,790   1,320   1.2%

国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 ) 特 別 会 計 10,437,910 12,553,160 △ 2,115,250 △ 16.9%

国民健康保険(直営診療施設勘定)特別会計 69,650 65,850   3,800   5.8%

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,467,540 1,395,160   72,380   5.2%

介 護 保 険 特 別 会 計 10,076,090 10,384,820 △ 308,730 △ 3.0%

財 産 区 特 別 会 計 （ ７ ） 48,130 57,390 △ 9,260 △ 16.1%

特 　別 　会 　計 　・ 　計 26,711,900 29,108,850 △ 2,396,950 △ 8.2%

  

水 道 事 業 会 計 5,281,316 4,905,930   375,386   7.7%

合　    　　　　　計 79,671,216 79,691,780 △ 20,564 △ 0.0%

平成30年度 平成29年度 増　減　額 伸　び　率



【歳　入】

当初予算案　A 構成比 当初予算　B 構成比 項　　　目 対前年増減

固定資産税　家屋（現年） △ 65,924

固定資産税　土地（現年） △ 42,331

市たばこ税（現年） △ 26,449

固定資産税　償却資産（現年） 106,961

2 地 方 譲 与 税 515,162 1.1% 504,709 1.1%   10,453 2.1% 自動車重量譲与税 12,577

3 利 子 割 交 付 金 25,629 0.1% 12,955 0.0%   12,674 97.8% 

4 配 当 割 交 付 金 51,194 0.1% 39,730 0.1%   11,464 28.9% 

5 株式等譲渡所得割交付金 48,800 0.1% 27,122 0.1%   21,678 79.9% 

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,774,343 3.7% 1,727,090 3.8%   47,253 2.7% 

7 ゴルフ場利用税交付金 78,170 0.2% 83,339 0.2% △ 5,169 △ 6.2% 

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 144,105 0.3% 120,974 0.3%   23,131 19.1% 

9 地 方 特 例 交 付 金 60,032 0.1% 50,191 0.1%   9,841 19.6% 

10 地 方 交 付 税 10,462,000 21.9% 9,884,000 21.6%   578,000 5.8% 普通交付税 578,000

11 交通安全対策特別交付金 17,000 0.0% 18,000 0.0% △ 1,000 △ 5.6% 

保育料 10,756

農業基盤整備促進事業費分担金 6,690

小規模崩壊地復旧費分担金 △ 3,294

一般廃棄物処理手数料 △ 14,938

住宅使用料 △ 14,353

街路整備補助金 230,870

子どものための教育・保育給付費負担金 96,588

生活保護費負担金 75,143

駅前東館跡地活用補助金 69,500

子どものための教育・保育給付費負担金 48,294

農業基盤整備促進事業費補助金 40,597

16 財 産 収 入 190,796 0.4% 180,900 0.4%   9,896 5.5% 合併特例基金利子 4,500

17 寄 附 金 107,331 0.2% 106,331 0.2%   1,000 0.9% クラウドファンディング寄附金 4,000

大規模事業基金繰入金 200,000

広島空港周辺整備基金繰入金 53,414

19 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0%   0 0.0% 

20 諸 収 入 2,119,857 4.5% 1,740,453 3.8%   379,404 21.8% 学校給食費収入 367,818

新庁舎建設事業債 1,053,200

清掃施設整備債 647,400

消防施設整備債 △ 689,900

（ う ち 合 併 特 例 債 ） (3,611,000) (7.6%) (2,012,500) (4.4%) 防災情報施設整備債 △ 388,700

47,678,000 100.0% 45,677,000 100.0%   2,001,000 4.4% 

21

3.7% △26,61713 使 用 料 及 び 手 数 料 688,452 1.5% 715,069 1.6% △

6.9% 3,279,674県 支 出 金15 2.3% 

主な増減要因
区 分

単位：千円

国 庫 支 出 金

3,205,032 74,642  7.0% 

6.7% 364,769

分 担 金 及 び 負 担 金12

378,0691.3% 622,781繰 入 金

合　    　　　　　計

市 債

18 64.7% 244,712  0.8% 

(1,598,500) (79.4%)

14   11.9% 5,431,32712.1% 5,796,096

1 市 税 13,743,825 28.8% 13,787,322 30.2% △ 43,497 △ 0.3% 

平成30年度 平成29年度 比　　　較

A - B (A-B)/B

2.6% 20,766  

3.9% 

1.8% 802,1861.7% 822,952

267,600  7,129,800 15.0% 6,862,200 15.0% 
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【目的別歳出】

当初予算案　C 構成比 当初予算　D 構成比 項　　　目 対前年増減

1 議 会 費 337,347 0.7% 341,212 0.7% △ 3,865 △ 1.1%

新庁舎建設事業 1,438,300
駅前東館跡地整備事業 141,400
防犯灯維持管理 91,465
生活保護費給付事業 100,190
私立認定こども園運営助成事業 83,297
地域型保育事業 67,828
三原広域市町村圏事務組合負担金（不燃物処理施設） 658,489
新三原斎場建設事業 △ 89,100
清掃工場維持管理 △ 87,238

5 労 働 費 303,982 0.6% 303,943 0.7%   39   0.0%

農業用施設改良事業 62,072
農村活性化施設整備事業 40,200
新規需要米等生産拡大支援事業 △ 99,200
瀬戸内三原築城４５０年事業 △ 121,945
工業団地維持管理 △ 64,301
本郷産業団地整備事業 106,018
街路整備事業 515,120
橋梁長寿命化事業 68,000
住宅整備事業 △ 143,460
消防庁舎建設事業 △ 863,700
災害時一斉情報伝達手段整備事業 △ 427,640
常備消防施設等整備事業 166,336
学校給食施設維持管理 366,137
就園援助事業 65,863
学校建設事業（久井小プール） △ 95,552

11 災 害 復 旧 費 25,000 0.1% 46,960 0.1% △ 21,960 △ 46.8% 小規模崩壊地復旧事業 △ 21,960

定期償還元金 340,633
定期償還利子 △ 66,472

13 諸 支 出 金 276,494 0.6% 226,283 0.5%   50,211   22.2% 水道事業会計負担金 50,211

14 予 備 費 30,000 0.1% 30,000 0.1%   0   0.0%

47,678,000 100.0% 45,677,000 100.0%   2,001,000   4.4%

6.2%

単位：千円

主な増減要因

14.1%   274,033   4.3%

6.9%   277,123   8.9%

6.6% △

10 教 育 費 3,408,403 7.2% 3,131,280

12 公 債 費 6,718,518 14.1% 6,444,485

△ 37.7%9 消 防 費 1,878,486 3.9% 3,015,356 1,136,870

10.6%   466,255   9.6%8 土 木 費 5,307,791 11.1% 4,841,536

4.4% △ 126,891 △7 商 工 費 1,905,039 4.0% 2,031,930

3.1%   47,111   3.4%6 農林水産業費 1,449,700 3.0% 1,402,589

7.3%   321,855   9.7%4 衛 生 費 3,644,968 7.6% 3,323,113

7,135,885 15.0% 5,497,301

32.9%   1.4%3 民 生 費 15,256,387 32.0% 15,041,012

合　　　計

平成30年度 平成29年度 比　　　較

C - D (C-D)/D
区　　　分

12.0%   1,638,584   29.8%2 総 務 費

215,375   



【性質別歳出】

当初予算案　E 構成比 当初予算　F 構成比 項　　　目 対前年増減

職員給与費 △ 89,262
児童クラブ指導員報酬 △ 13,286
県住宅公社住宅借上 △ 30,428
ごみ指定袋管理業務委託 △ 27,100
ふるさと納税取扱事務委託 △ 20,000
市営住宅管理 75,048
情報基盤施設維持補修 75,700
市営住宅維持補修 △ 23,000
学校給食賄材料 367,818
私立保育所・認定こども園運営助成事業 119,387
生活保護費給付事業 100,190
瀬戸内三原築城４５０年事業 △ 103,530
市長及び市議会議員選挙 △ 38,362
地域型保育事業 62,540

6 普通建設事業費 8,181,106 17.2% 6,879,532 15.1%   1,301,574   18.9%
(4,141,332) (8.7%) (2,124,640) (4.7%)  ( 2,016,692) ( 94.9%)

街路整備事業 515,120
駅前東館跡地整備事業 143,270
住宅整備事業 △ 143,460
新庁舎建設事業 1,438,300
三原広域市町村圏事務組合負担金（不燃物処理施設） 682,142
消防庁舎建設事業 △ 863,700
災害時一斉情報伝達手段整備事業 △ 427,640
道路新設改良事業 12,900
経営体基盤整備事業（沼田西地区） △ 11,160

7 受 託 事 業 費 7,694 0.0% 14,410 0.0% △ 6,716 △ 46.6% 農業用施設改良事業（県営ほ場基盤整備事業） △ 6,716
8 災害復旧事業費 － － － －   －   －

定期償還元金 340,633
定期償還利子 △ 66,472

10 積 立 金 137,325 0.3% 56,796 0.1%   80,529   141.8% 過疎地域自立促進特別事業基金積立金 52,362
簡易水道事業建設改良費等出資金 50,899
(株)ＦＭみはら出資金 △ 10,000

12 貸 付 金 1,422,208 3.0% 1,423,000 3.1% △ 792 △ 0.1% 奨学資金貸付金 △ 792
ケーブルネットワーク事業特別会計 △ 120,574
介護保険特別会計 △ 42,231
国民健康保険（事業勘定）特別会計 64,853

47,678,000 100.0% 45,677,000 100.0%   2,001,000   4.4%

60.8%11 出 資 金 108,135 0.2% 67,236 0.2%   40,899   

1.4%△81,465△12.8%5,853,87712.1%

合　　　計

5,772,412繰 出 金13

単位：千円

主な増減要因

9 4.3%  274,033  14.1%6,444,44314.1%6,718,476公 債 費

10.7%  16,626  0.4%155,7870.4%172,413

13.3%  682,978  11.3%5,152,45112.2%5,835,429(2) 単 独 事 業 費

38.3%  601,970  3.4%1,571,294

  （うち特例債事業費）

4.6%2,173,264(1) 補 助 事 業 費

4

4.4%△131,222△6.5%2,980,8366.0%2,849,614補 助 費 等5

7.6%  662,962  19.0%8,669,86019.6%9,332,822扶 助 費

10.3%4,903,323物 件 費2

6.9%  34,700  1.1%502,7311.1%537,431維 持 補 修 費3

(3) 事 業 負 担 金

平成29年度 比　　　較

E - F (E-F)/F
区　　　分

平成30年度

16.1%7,707,454人 件 費1

1.3%△62,486△10.9%4,965,809

1.4%△111,016△17.1%7,818,470
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自主財源

17,710,331

( 38.8% )

依存財源

27,966,669

( 61.2% )

依存財源

29,382,005

( 61.6% )

自主財源

18,295,995

( 38.4% )

市税

13,787,322

( 30.2% )

諸収入

1,740,453

( 3.8% )

使用料・手数料，分・負担金

1,517,255

( 3.4% )

繰入金，繰越金，寄附金

484,401

( 1.0% )

財産収入

180,900

( 0.4% )

地方交付税

9,884,000

( 21.6% )

市債

6,862,200

( 15.0% )

国庫支出金

5,431,327

( 11.9% )
県支出金

3,205,032

( 7.0% )

その他

2,079,401

( 4.6% )

地方譲与税

504,709

( 1.1% )

地方譲与税

515,162

( 1.1% )

その他

2,199,273

( 4.6% )

県支出金

3,279,674

( 6.9% )

国庫支出金

5,796,096

( 12.1% )

市債

7,129,800

( 15.0% )

地方交付税

10,462,000

( 21.9% )

財産収入

190,796

( 0.4% )

繰入金，繰越金，寄附金

730,113

( 1.5% )

使用料・手数料，分・負担金

1,511,404

( 3.2% )

諸収入

2,119,857

( 4.5% )

市税

13,743,825

( 28.8% )

平成30年度
47,678,000

平成29年度
45,677,000

その他
利子割交付金

25,629（ 0.1%）
配当割交付金

51,194（ 0.1%）
株式等譲渡所得割交付金

48,800（ 0.1%）
地方消費税交付金

1,774,343（ 3.7%）

ゴルフ場利用税交付金

78,170（ 0.2%）
自動車取得税交付金

144,105（ 0.3%）

地方特例交付金

60,032（ 0.1%）
交通安全対策特別交付金

17,000（ 0.0%）

その他
利子割交付金

12,955（ 0.0%）
配当割交付金

39,730（ 0.1%）
株式等譲渡所得割交付金

27,122（ 0.1%）
地方消費税交付金

1,727,090（ 3.8%）

ゴルフ場利用税交付金

83,339（ 0.2%）
自動車取得税交付金

120,974（ 0.3%）

地方特例交付金

50,191（ 0.1%）
交通安全対策特別交付金

18,000（ 0.0%）

（単位 千円）

１ 歳入
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議会費

341,212 ( 0.7% )

総務費

5,497,301 ( 12.0% )

民生費

15,041,012 ( 32.9% )

衛生費

3,323,113 ( 7.3% )

労働費

303,943 ( 0.7% )

農林水産業費

1,402,589 ( 3.1% )

商工費

2,031,930 ( 4.4% )

土木費

4,841,536 ( 10.6% )

消防費

3,015,356 ( 6.6% )

教育費

3,131,280 ( 6.9% )

公債費

6,444,485

( 14.1% )

その他

303,243 ( 0.7% )

その他

331,494 ( 0.8% )

公債費

6,718,518

( 14.1% )

教育費

3,408,403 ( 7.2% )

消防費

1,878,486 ( 3.9% )

土木費

5,307,791 ( 11.1% )

商工費

1,905,039 ( 4.0% )

農林水産業費

1,449,700 ( 3.0% )

労働費

303,982 ( 0.6% )
衛生費

3,644,968 ( 7.6% )

民生費

15,256,387 ( 32.0% )

総務費

7,135,885 ( 15.0% )

議会費

337,347 ( 0.7% )

その他

災害復旧費 25,000（ 0.1% ）

諸支出金 276,494（ 0.6% ）

予備費 30,000（ 0.1% ）

その他

災害復旧費 46,960（ 0.1% ）

諸支出金 226,283（ 0.5% ）

予備費 30,000（ 0.1% ）

（単位 千円）

２ 目的別歳出

平成30年度
47,678,000

平成29年度
45,677,000
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義務的経費

22,932,773( 50.2% )

その他経費

15,850,285( 34.7% )
その他経費

15,730,448( 33.0% )

義務的経費

23,758,752( 49.8% )

人件費

7,818,470 ( 17.1% )

扶助費

8,669,860 ( 19.0% )

公債費

6,444,443 ( 14.1% )

普通建設事業費等

6,893,942 ( 15.1% )

物件費

4,965,809 ( 10.9% )

補助費等

2,980,836 ( 6.5% )

維持補修費

502,731 ( 1.1% )その他

7,400,909 ( 16.2% )
その他

7,440,080 ( 15.6% )

維持補修費

537,431 ( 1.1% )

補助費等

2,849,614 ( 6.0% )

物件費

4,903,323 ( 10.3% )

普通建設事業費等

8,188,800 ( 17.2% )

公債費

6,718,476 ( 14.1% )

扶助費

9,332,822 ( 19.6% )

人件費

7,707,454 ( 16.1% )

その他
積立金

137,325（ 0.3% ）
出資金，貸付金

1,530,343（ 3.2% ）
繰出金

5,772,412（ 12.1% ）

その他
積立金

56,796（ 0.1% ）
出資金，貸付金

1,490,236（ 3.3% ）
繰出金

5,853,877（ 12.8% ）

（単位 千円）

３ 性質別歳出

平成30年度
47,678,000

平成29年度
45,677,000
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単位：千円 単位：千円

30年度当初 29年度当初 比　　較 30年度当初 29年度当初 比　　較

(1) 人権・男女共同参画 8,411 1,607 6,804 (1) 子ども・子育て 4,454,782 4,193,666 261,116

1
(2) 元気な地域 171,158 118,934 52,224

4
(2) 健康・医療 548,434 588,838 △ 40,404

(3) 市民協働 15,130 16,813 △ 1,683 (3) 福祉・介護 25,499,285 26,088,193 △ 588,908

　　　　　　計 194,699 137,354 57,345 　　　　　　計 30,502,501 30,870,697 △ 368,196

(1) 教育 1,529,079 1,139,252 389,827 (1) 防災 800,543 858,012 △ 57,469

2
(2)

生涯学習，
文化・スポーツ

362,020 376,148 △ 14,128
5

(2) 生活の安全安心 462,507 202,285 260,222

　　　　　　計 1,891,099 1,515,400 375,699 (3) 環境 919,080 365,520 553,560

(1) 商工業・サービス業 1,518,673 1,509,746 8,927 (4) 生活基盤 2,384,976 2,539,189 △ 154,213

3
(2) 農林水産業 1,053,435 885,064 168,371 　　　　　　計 4,567,106 3,965,006 602,100

(3) 観光・交流 150,884 293,800 △ 142,916 (1)
効果的・効率的な
行財政運営

2,998,342 1,424,629 1,573,713

(4) 交流・連携基盤 2,350,729 2,124,705 226,024
6

(2)
透明性の高い
行政運営と情報発信

30,469 156,364 △ 125,895

　　　　　　計 5,073,721 4,813,315 260,406 (3)
地方分権型社会に
対応した行政経営

193,814 114,529 79,285

　　　　　　計 3,222,625 1,695,522 1,527,103

　　合　　　　　計 45,451,751 42,997,294 2,454,457

地域の文化と
多様な人材を
育むまち

安心して快
適・安全に住
み続けられる
まち

多様な産業と
多彩な交流に
よる活力ある
まち

計画の実現
に向けて

平成３０年度　三原市の重点政策とその概要

基本目標 政　策　内　容 基本目標 政　策　内　容

新しい三原を
つくる協働の
まち

健やかに暮ら
せる人に優し
いまち
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１　新しい三原をつくる協働のまち　(1) 人権・男女共同参画 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　  

※三原市人権文化センター 三原市人権文化センターの耐震補強工事及びエレベーター設置（H30設計，H31工事） 7,200 7,200 108

耐震改修事業 5,000 　・耐震改修設計業務　5,000千円  

2,200 　・エレベーター設置設計業務　2,200千円  

　　　　  

男女共同参画推進事業 社会のあらゆる分野に男女が共に参画することを推進 1,211 1,607 △ 396 111

　経営者を対象としたセミナーの開催  

　人材育成セミナー及び職員研修を実施  

　講演会の開催，男女共同参画社会づくり表彰の実施  

計 7,200 　計 8,411 1,607 6,804

１　新しい三原をつくる協働のまち　(2) 元気な地域 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

住民組織協力費 町内会文書配付等の行政活動協力に対する謝金 24,184 24,708 △ 524

　　　　  

◎地域支援員活用事業 地域支援員を増員し，地域活性化の取組を支援 23,479 21,700 1,779 113

　H29から支所単位のほか，住民自治組織単位を最小の範囲  

1,779 　◎14人（H29）→16人（H30）に拡充  

　　　　  

◎中山間地域活性化事業 32,460 ※トライアルオフィス整備事業　　　　 43,572 3,790 39,782 114

　旧和木小学校の1教室にＩＣＴ，交通及び自然環境を活かしたお試し勤務スペース（トライアル  

　オフィス）を整備し，ＩＴ関連企業等のサテライトオフィスを誘致する  

　モニターツアーを実施し，トライアルオフィスの利用を促進する  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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１　新しい三原をつくる協働のまち　(2) 元気な地域 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

8,000 ※中山間地域コミュニティビジネス支援事業  114

◎中山間地域活性化事業 　地域資源(空き校舎等の遊休施設，地場産品，観光資源等)を活用した特産品づくりや製造・販売  

つづき 　関連施設，観光施設等の整備など，住民組織が実施する地域の活力を引き出すコミュニティビジ  

　ネスの創業や事業拡大等に係る経費の一部を補助する  

　施設改修費　補助率9/10　上限3,000千円  

　事業運営経費　補助率8/10　上限　1年目1,000千円（2年目500千円）  

中山間地域活性化基本方針に基づき，各地区の特性・実情に合わせた「地域計画」の策定を支援  113

　本年度　2地区予定  

　　　　  

住民組織活動支援事業 地域課題の解決や地域活性化等，住民組織活動の支援策として，市内全域の基礎組織，活動中 30,660 30,200 460 113

核組織，地区連合組織等に対して補助金を交付  

中山間地域活性化基本方針に基づき，「地域計画」を策定した住民組織に実践活動費を補助  

　本年度対象地区：18地区（高坂，鷺浦，八幡，北方，船木，莇原，江木，泉，吉田，中野，  

　羽倉，坂井原，和草，黒郷，椹梨，和木，福田，上徳良）  

　　補助額:800千円/地区  

　　　　  

出会いの場創設事業 みはらde婚活プロジェクト実行委員会への補助 950 950  

　(1)全体事業：実行委員会が主催する事業（年2回，補助率：10/10）  

　(2)個別事業：実行委員会に登録しためぐりあい応援隊が主催する事業  

　　（年10回，補助率：10/10　上限：5万円）  

　　　　  

◎定住・交流事業 7,130 ◎地域おこし協力隊活動支援事業 48,313 37,586 10,727 113

　地域の維持・活性化に向け，地域おこし協力隊を配置し，支所及び関係団体等と連携を図りなが  

　ら地域振興に取り組む  

　　4人（H29）→7人（H30）に拡充  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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１　新しい三原をつくる協働のまち　(2) 元気な地域 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

10,000 ※ファーストマイホーム応援事業  117，118 

◎定住・交流事業 　市外からの移住又は市分譲地購入により本市において初めてとなる住宅の新築又は購入費を補助  

つづき 　　・市外からの移住者（上限1,000千円）　  

　　　基本額　500千円　  

　　　加算額　15歳未満の子1人につき100千円，婚姻から1年以内100千円  

　　・市分譲地購入者  

　　　上限1,000千円（ただし，分譲地購入額の20％かつ住宅の取得費用の10％以内）  

　　　基本額　800千円  

　　　加算額　市外からの移住200千円,15歳未満の子1人につき100千円.婚姻から1年以内100千円  

400 ※お試し暮らし滞在費補助  117，118 

　移住希望者が市内への移住を検討するため3泊以上連続して市内の宿泊施設滞在する場合に滞  

　在費の一部を補助  

　　宿泊施設に支払った額の1/2　上限1泊当たり2,500円，8泊20,000円  

シェアハウス改修等補助  

　学生向けシェアハウス設置費補助　設置費用の1/2　上限4,000千円  

　シェアハウスに入居する学生への家賃補助　月額家賃の1/2　月額上限5千円  

定住者家賃補助  117

　市外からの移住世帯（40歳未満の夫婦）への家賃補助 最長18か月，月額上限15千円  

　市外からの移住世帯（15歳未満の子どもがいる世帯）への家賃補助  

　最長36か月，月額上限30千円  

空き家改修費等補助  117

　改修費 300千円/件　　家財撤去 50千円/件  

沼田本郷夏まつり実行委員会補助，久井！さわやか高原祭り実行委員会補助  

だいわ元気まつり実行委員会補助，白竜湖花火実行委員会補助  

計 59,769 　　計 171,158 118,934 52,224

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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１　新しい三原をつくる協働のまち　(3) 市民協働 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

協働のまちづくり推進事業 市民提案型協働事業費負担金　1,200千円　4団体 7,551 9,211 △ 1,660 121

　設定したテーマに沿った協働事業にかかる経費を市民団体に交付  

　テーマ：子育て，観光・交流　　　負担金上限：30万円  

市民活動団体育成事業費補助　200千円　（＠50千円×4団体）  121

市民協働ホームページの充実  

市民協働推進委員会の運営  

まちづくり講習会の開催　50千円  121

ボランティア活動促進事業委託　4,614千円  

　　　　  

道路河川の維持管理 道路や河川のボランティア清掃活動に対する支援 7,579 7,602 △ 23

ボランティア支援事業 　清掃活動用燃料費支給　　　　　　815千円  

　清掃活動ボランティア保険料　　　510千円  

　乗用草刈機の貸出し（円一町庁舎及び各支所）　維持管理費 135千円  

　草刈機替刃支給　　　　　　　　2,009千円  

道路や河川の小規模な修繕に必要となる材料を支給  

　道路維持補修材料支給　　　　　4,110千円  

計 　　計 15,130 16,813 △ 1,683

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(1) 教育 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎教育創造プラン推進事業 特別支援教育，青少年健全育成，カウンセリング・相談活動，読書活動推進等を充実 148,496 143,906 4,590 126～128 

　標準学力調査の実施  

　中学校吹奏楽フェスティバルの開催  

　◎心の教室相談員の増員　10人→12人  

1,200 　※学校安全指導員の新設（生活安全担当顧問の名称変更及び予算科目（2款→10款）変更）  

　▼「大人への入門式」の廃止（H30から各学校での実施）  

　　　  

◎グローバル社会をたくましく 7,195 平成32年度からの小学校新学習指導要領全面実施に向けて，平成30年度から外国語活動の授業時数 40,979 33,716 7,263 129

生きる力の育成事業 が増加することに伴い，英語指導助手を活用し，指導の充実を図る。  

　民間業者への委託による英語指導助手の派遣　4人（H29）→6人（H30）  

　　　  

　　　　  

◎学校給食運営事業 東部，西部，北部の3学校給食共同調理場等の学校給食運営 645,120 327,535 317,585 125

　東部共同調理場　　5,300食  

　　小学校：三原，糸崎，木原，中之町，西，田野浦，須波，深，南，沼田東，幸崎  

　　中学校：第一，第二，第三，第四，第五，幸崎，宮浦  

　西部共同調理場　　1,300食  

　　小学校：本郷，本郷西，沼田，沼田西，小泉，沼北  

　　中学校：本郷  

　北部共同調理場　　　700食　　  

　　小学校：久井，大和  

　　中学校：久井，大和  

367,818 ※学校給食費公会計化事業  130

　学校給食費を市の予算として事務や会計処理を行い，会計の透明性の向上及び学校の事務の  

　負担軽減を図る  

　【歳　入】雑入 学校給食費収入　367,818千円  

　【歳　出】需用費 賄材料費　367,818千円　事務費（郵便料,印刷製本費など）825千円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(1) 教育 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎就学援助費（小・中学校） 経済的理由により就学困難と認められる子どもの義務教育における就学を援助 102,379 92,801 9,578

9,578 　※保護者の負担を軽減するために，新入学児童生徒学用品費等の支給時期を入学年度の7月から  

　入学前年度の3月に変更する  

　支給額についても国の単価の引上げに合わせて,単価を引き上げる  

　　小学校　旧単価20,470円　→　新単価40,600円  

　　中学校　旧単価23,550円　→　新単価47,400円  

　　H29は12月補正で対応  

　　　　  

施設維持管理事業 小・中学校の施設維持及び管理運営 508,896 482,629 26,267 134

（小・中学校） 　プール改修工事（糸崎小，沼田東小）　15,180千円  

　プールろ過機改修工事（沼田小，沼田西小，幸崎中学校）　21,930千円  

　放送設備改修工事（本郷中，大和中）　3,810千円　　　  

　校舎防水改修工事（宮浦中）　3,200千円  

　消防用設備改修工事（宮浦中）　2,580千円  

　屋内運動場屋根塗装工事（第一中）　9,600千円  

　　　　  

※空調整備事業 8,200 小・中学校の空調整備 8,200 8,200 134，135 

（小・中学校） 　効率的な空調設備の設置を行うための小・中学校空調設備整備基本計画を策定  

　中学校普通教室に空調設備を設置するための実施設計を行う  

　　　　  

教材備品整備事業 充実した教育環境を整備するため，小中学校の理科教育備品や情報教育備品を整備 53,051 32,161 20,890 133

（小・中学校） 　理科教育設備整備（H27～H33の7か年計画）　5,860千円（H29同額）  

　新教育環境整備用機器借上料　13,766千円　  

　新教育環境整備用備品購入　30,600千円　  

　　H29まではリース契約を締結して分割支払していたが，H30から購入（一括支払）に変更  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(1) 教育 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎児童・生徒相互交流事業 少年少女訪日交流事業　950千円 5,335 4,343 992 137

　シンガポールのベティ中学校生徒と市内中学生及び市民との交流  

420 少年少女海外派遣事業　3,235千円  137

　◎参加生徒数を増　14人→18人　　シンガポール　6泊7日（予定）  

▽親善都市交流推進事業　1,150千円  137

　神奈川県湯河原町との親善都市提携に伴う交流　H30は三原市児童が湯河原町を訪問  

　交流児童数を減　40人→30人  

　　　　  

青少年健全育成事業 団体や事業への助成を行い，青少年の健全育成の推進を図る 3,280 3,313 △ 33 137

　若者居場所づくり事業委託料　240千円  

　ひきこもりやニートの若者の居場所づくりを通して，社会生活への移行支援を実施  

　　　　  

施設維持管理事業 サギ・セミナー・センター（定員 90人）　開館日：通年（年末年始を除く） 13,343 18,848 △ 5,505 137

（青年の家） 　地元の運営協議会へ管理運営を委託　4,580千円  

久井青年の家（定員 80人）　開館日：4月～11月の土・日曜日，祝日  

さぎしま青年の家は当面の間，宿泊機能を休止  

計 394,411 　　　計 1,529,079 1,139,252 389,827

２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(2) 生涯学習，文化・スポーツ 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

生涯学習推進事業 市民に対して生涯学習の機会を提供 6,288 7,024 △ 736 139

　講座受講料の値上げ　連続10回講座　1,500円（H29）→2,000円（H30）  

　　　　　　　　　　　連続20回講座　3,000円（H29）→4,000円（H30）  

　　　　　　　　　　　単発講座　　　　100円（H29）→　200円（H30）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
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予算審議
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２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(2) 生涯学習，文化・スポーツ 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎施設整備事業 コミュニティーセンター及び公民館を整備・充実 5,800 6,734 △ 934 139

（コミセン・公民館） 3,500 　※須波コミセン　須波幼稚園へ移転するため，改修・増築の実施設計　3,500千円  

　久井南コミセン　舗装　2,300千円  

　　　　  

◎文化協会等支援事業 2,700 ◎市文化協会補助の増額　2,500千円（H29）→　5,200千円（H30） 6,430 3,730 2,700 143

　文化協会の活性化及び事務局独立に向けた組織体制の強化  

　　　　  

◎企画展覧会開催事業 5,944 ※池田重子の帯留展　～おしゃれの顔　帯留遊び～(仮称) 5,944 516 5,428 142

　会期　H30年10月13日(土)～11月4日(日)　　23日間  

　三原市出身の彫金家　清水南山が制作した帯留も展示し，三原会場独自の企画も盛り込む  

※清水南山展（仮称）　清水南山のご令孫から寄贈を受けた作品の展示  143

　会期　H30年5月28日(月)～6月7日(木)　11日間  

　　　　  

◎施設維持管理事業 9,900 ※文化ホールの音響設備更新 118,809 150,741 △ 31,932

（リージョンプラザ） 　H30からリージョンプラザで行うスポーツ教室は指定管理者が実施  

　　　　  

◎施設維持管理事業 指定管理委託　H27～H31　149,000千円/年 164,692 149,904 14,788 142

（芸術文化センター） 　指定管理者による芸術文化センターの管理・運営  

15,480 ※遮音対策改修事業　15,480千円　  142

　　　　  

記念物保存活用事業 市文化財の保存，保護，活用，発信 11,626 13,672 △ 2,046 146

　久井の岩海整備計画策定事業　  

　　天然記念物　久井・矢野の岩海（久井の岩海）のトイレ設置，駐車場，管理道の整備など保存  

　　整備に向け，整備計画策定  

　　　　  

みはら歴史館運営事業 ペアシティ三原西館1階のみはら歴史館を引き続き運営する 6,200 4,122 2,078 146

　予算計上科目を7款商工費→10款教育費に変更  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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２　地域の文化と多様な人材を育むまち　(2) 生涯学習，文化・スポーツ 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

施設維持管理事業 三原歴史民俗資料館，久井歴史民俗資料館の運営 9,870 11,326 △ 1,456 146

（歴史民俗資料館）  

　　　　  

スポーツ活動推進事業 トライアスロンさぎしま大会（8月），市民体育大会（10月），白竜湖ふれあいグリーンマラソン 15,611 28,379 △ 12,768 150

大会（11月）などの開催，運営  

大規模スポーツ大会を開催する市内団体に開催費を補助  150

　市内で全国大会（上限100万円）・西日本大会（上限50万円）・中四国大会（上限30万円）・  

　中国大会（上限20万円）を開催する市内団体に開催費を補助  

▽プロ野球ウエスタンリーグ公式戦：H30は開催なし  

　  

　　　　  

※東京オリンピック事前合宿 10,750 東京オリンピックに向けたメキシコの自転車競技選手の事前合宿を受け入れる 10,750 10,750 150

受入事業 　合宿期間　H30年5月20日(日)～6月4日(月)　16日間（予定）  

　合宿場所　広島県立中央森林公園ほか  

計 48,274 　　　　計 362,020 376,148 △ 14,128

３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(1) 商工業・サービス業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

企業誘致対策事業 固定資産税相当額奨励金　19件（13社）　  164,219千円 172,083 195,933 △ 23,850 154

雇用奨励金　　　　　　　20人（1社）   　　6,000千円  154

　　　　  

◎本郷産業団地整備事業 106,018 ※本郷産業団地のインフラ整備 106,018 106,018 154

　H30年度は，完成後に市が管理することとなる公園及び調整池の整備工事を県へ委託  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(1) 商工業・サービス業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　  

◎施設維持管理事業 大和工業団地工業用水廃止差額補填　16,589千円 78,854 142,815 △ 63,961 154

（工業団地） 7,128 ※水道事業加入負担金　　　　　　　 7,128千円  154

43,490 ※久井工業団地専用水道使用料　　　43,490千円  154

　久井工業団地の立地企業へ用水の安定供給を図るため，専用水道の水源を地下水から上水道の余  

　剰水に転換  

　　　　  

▽商店街振興事業 年末大売出しイベント「来んさい！きん祭！商店街」（商栄会事業補助）　550千円 550 8,550 △ 8,000 158

▼地域循環型コミュニティポイントシステム（電子マネー）環境整備費補助  

　平成28・29年度にカード普及と加盟店拡大のための事業を補助  

　平成30年度以降は，事務局（商工会議所）において，加盟店のアフターフォローも含め，  

　事業は継続  

　　　　  

地域商業活性化支援事業 中心市街地を除く市全域において，空き店舗等を活用した新規出店や既存店舗の改装等を行う 6,200 6,200  158

経費を補助  

　　　　  

びんご産業支援コーディネー 中小企業の新商品開発・新技術開発等の創造活動に対して，びんご産業支援コーディネーター（備 142 240 △ 98 163

ター派遣事業 後圏域内で約50人）を5回まで無料で派遣し，技術，販売，経営等を総合的に助言・指導を実施  

　地方中枢拠点都市（備後圏域連携協議会）連携事業  

　構成市町：（広島県）福山市，府中市，三原市，尾道市，世羅町，神石高原町  

　　　　　　（岡山県）笠岡市，井原市  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(1) 商工業・サービス業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

中小企業金融対策事業 中小企業融資（1事業所20,000千円以内，複数融資可）　 1,124,867 1,128,293 △ 3,426 162

　中小企業融資（運転短期）　  

　　貸付期間：3年以内  

　　貸付利率：1.0%（H29），利子補給：なし ，保証料補助：一部あり  

　中小企業融資（運転長期・設備）（1事業所1融資）　  

　　貸付期間：貸付期間3年超10年以内  

　　貸付利率：1.5%（H29），利子補給：0.5%　3年間，保証料補助：一部あり  

　中小企業組合等融資，中小企業融資利子補給  

　　　　  

小規模事業者経営改善資金 小規模事業者経営改善資金（マル経）利子補給（市独自の利子補給制度） 3,337 3,091 246 163

（マル経）利子補給 　利子補給率 0.5%　期間 3年  

　　　　  

障害者雇用奨励事業 市内に住所を有する障害者を常用労働者として新たに雇用した市内事業者へ補助　 7,890 6,300 1,590 163

　交付期間　1年　　　1人　30,000円/月  

　　　　  

起業化促進事業 産学官金連携により設立した三原市起業化促進連携協議会が運営するコーディネーターを配置 7,694 7,186 508 162

した支援拠点の運営を支援するとともに，特定創業支援事業修了者に対し，店舗改修費の上乗  

せ支援（10万円）及び開業資金の利子補給（2年間）を実施  

　　　　  

シルバー人材センター 運営経費分 7,228千円 11,038 11,138 △ 100 163

運営費補助 高齢者活用・現役世代サポート事業分　3,810千円  

計 156,636 　　　　計 1,518,673 1,509,746 8,927

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(2) 農林水産業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

▼離島活性化交付金事業 佐木島から農産物を選果場等へ輸送する際の海上輸送費を支援 530 △ 530

　交付率 2/3（県1/3，市1/3）  

　　　　  

有機堆肥活用支援事業 良質な農産物の生産を推進するため，堆肥購入経費に対し補助 3,000 3,000  168

　補助金額　1t当たり1千円  

　　　　  

◎振興作物生産拡大支援事業 振興作物生産拡大支援事業費補助（振興作物の栽培資材を一部助成） 128,505 113,620 14,885 167

1,500 ◎農産物栽培用ハウス等導入事業費補助  167

　補助金額の上限を現行の50万円から100万円に引き上げ，規格の大きなハウスにも対応  

産地競争力強化事業費補助　123,705千円（全額県支出金）  167

　産地パワーアップ計画に基づき実施する施設整備経費を補助　補助率 1/2  

　H29年度に(株)広島アグリネットファームが佐木島にトマトの水耕栽培施設(50a)を整備  

　H30年度も隣接地に同規模の施設を整備  

　　　　  

新規就農者支援事業 重点品目の生産・拡大する担い手を確保するための研修を実施 7,894 11,905 △ 4,011 167

　新規就農者育成研修事業　対象2人  

新規就農者支援補助  167

　補助事業分…原則45歳未満の新規就農者で独立・自営就農する者へ補助  

　　　　  

農地集積加速化支援事業 集落,地域の農業を担う｢地域の中心となる経営体｣を確保するため,農地集積に必要な取組を支援 12,889 13,792 △ 903 166

　地域集積協力金，経営転換協力金，耕作者集積協力金  

　　　　  

環境保全型農業直接支払事業 環境保全型農業直接支払交付金　 有機農業，カバークロップ　8,000円/10ａ 4,970 4,050 920

                               堆肥の施用　　　　　　　　4,400円/10a  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(2) 農林水産業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎地産地消推進事業 市内産の農産物を学校給食共同調理場へ集出荷するためにかかる経費に対し補助 16,900 1,740 15,160 168

　補助対象者：ＪＡ三原，ＪＡ広島中央  

15,000 ※６次産業化支援事業費補助  168

　米粉を活用した６次産業化の推進を図るため，新商品の開発及び用途別品種の栽培に対し補助  

　  

※農村活性化施設整備事業 40,200 観光交流拠点である高坂自然休養村の管理センター及び周辺施設の整備 40,200 40,200 171

　管理センターの機能ＵＰ改修，農村広場と南部エリアの活用方法について検討  

　　　　  

◎水産振興事業 水産教室開催費補助，漁船保険加入費補助，内水面漁場資源振興費補助 5,951 2,945 3,006

※６次産業化推進事業費補助  170

1,167 　水産資源の消費・販路拡大のために製作するポスター，ロゴマーク等の製作費用に対する補助  

1,900 　漁獲物の荷揚げ用クレーン整備の補助  

　　　　  

漁場改良事業 特定幼稚魚育成対策事業費補助 4,498 8,968 △ 4,470 169

幼稚魚放流事業補助（ヒラメ，ギザミ，キジハタ等）  

タコ産卵礁設置事業費補助  

マダイ飼付事業費補助  

漁場環境保全活動事業（漁場基盤改良工事，漁船借上）  

　　　  

※漁港維持管理事業 広島県が実施する国道185号能地バイパス整備に伴い，物件移転補償対象となった水産倉庫の解体 13,000 13,000 169

及び整備  

5,400 　施設解体工事費  

7,600 　水産倉庫整備費補助  

　　　　  

中山間地域等直接支払事業 事業期間　H27～H31（5年間）第4期 214,152 206,987 7,165 178

　集落：90協定予定　　個別：28協定予定  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(2) 農林水産業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

多面的機能支払事業 農地維持支払交付金　　　　　　　田 3,000円/10ａ，畑 2,000円/10ａ 124,772 113,137 11,635 176

資源向上支払交付金(共同活動)　　田 2,400円/10ａ，畑 1,440円/10ａ  

　　　　　　　　　　（｢多面的機能の増進を図る活動｣に取り組まない組織は交付単価が5/6）  

資源向上支払交付金(長寿命化)　　継続組織  

　　　　　　　　　　　　　　　　田 4,400円/10ａ，畑 2,000円/10ａ  

　　　　　　　　　　　　　　　　新規組織及び再認定組織  

　　　　　　　　　　　　　　　　田 2,200円/10ａ，畑 1,000円/10ａ  

　　　　  

◎農村活性化施設管理事業 農村活性化施設の維持管理 10,412 8,521 1,891

　高坂自然休養村，農村公園，市民農園  

2,090 　※米粉用米貯蔵施設がH29年度に完成し，H30年度から維持管理を行う  

　　　　  

有害鳥獣対策事業 有害鳥獣駆除事業 38,684 44,183 △ 5,499 177

　有害鳥獣駆除報償費  

　有害鳥獣駆除費補助  

有害鳥獣被害防止事業  

　猪防護柵設置費補助（農業者・非農業者）  

集落みんなで取り組む有害鳥獣対策の推進  

　営農指導嘱託員を配置し，集落に鳥獣被害対策の手法と効果を定着させる  

放任園等活用実証モデル事業  

　有害鳥獣被害により耕作困難となっている農地を解消し，農業者の所得向上へつなげる  

　　　　  

農業用施設維持管理事業 排水機場定期点検整備　16か所 72,170 56,098 16,072

 

　　　　  

 

事務事業名
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(2) 農林水産業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

農業用施設改良事業 農業基盤整備のための農業用施設改良 39,250 40,600 △ 1,350 183

　農道，ため池，水路，樋門等  

　  

　　　　  

◎農業用施設改良県補助事業 老朽ため池補強事業　4か所，ため池緊急整備事業　1か所 63,480 54,050 9,430 182

8,000 ※園芸作物条件整備事業  

　鷺浦町向田地区において，農地を再生するための用排水施設整備の補助  

　　　　  

中部台地事業 広島中部台地土地改良施設管理組合への負担金 13,117 9,659 3,458

　農業水利施設の更新（目谷ダム，京丸ダム，揚水機）  

　　　　  

県施行事業負担金 三河地区　総事業費3,185,000千円（H23～H34） 80,250 75,000 5,250 179

（かんがい排水） 　三原市負担額総額 774,750千円　支線配管工事70km，揚水機8基  

　　　　  

県施行事業負担金 沼田西地区　面工事，暗渠排水工事一式 2,840 14,000 △ 11,160 180

（経営体育成基盤整備） 　　　　  

　　　　  

農業基盤整備促進事業 園芸作物に適した生産環境を整備し，農業生産法人の経営安定化を促進 71,600 6,700 64,900

　土層改良　2か所，暗渠排水　8か所，ブドウ棚　1か所  

　　　　  

※県施行事業負担金 5,000 深見地区　総事業費260,000千円（H32～34） 6,000 6,000

（農業農村整備） 　三原市負担額総額 39,000千円  

　ほ場整備地調査・測量  

1,000 神田地区，茶山崖地区  

　農業水利施設個別施設計画策定（水路，排水機場）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(2) 農林水産業 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

中心経営体農地集積促進事業 事業完了した経営体育成基盤整備事業において，中心経営体集積率に応じて，土地改良区へ交付金 34,490 38,000 △ 3,510

を2か年で交付  

　交付対象　泉北地区  

　交付総額　72,490千円（総事業費966,539千円×7.5％）  

　　　　  

県営ほ場整備事業 沼田西地区（松江工区・惣定工区）　換地業務一式 7,694 14,410 △ 6,716

（県受託事業） 　　　　  

　  

※県施行事業負担金 1,050 神田大池地区　総事業費330,000千円（H30～33） 1,050 1,050 181

（ため池等整備事業） 　ため池改修  

　　　　  

林道整備事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 H30年度         　　　全体 14,461 12,828 1,633 184

大和地区　 虚空蔵線  （H13～H32）　 舗装 L=300m 　　　 L=1,150m　W=4m  

　　　　  

ひろしまの森づくり事業 山林の保全，水源涵養を目的に「ひろしまの森づくり県民税」を財源に森づくりを実施 17,706 20,327 △ 2,621 178

　事業期間　H29～H33  

　人工林対策（間伐6.0ha），里山林整備（8.2ha），森林・林業体験活動支援等  

　　　  

▼漁港機能保全計画策定事業 ▼能地漁港区域の漁港施設の長寿命化計画を策定 10,014 △ 10,014

　　　　  

※海岸保全施設長寿命化計画策 3,500 能地漁港区域の海岸保全施設の長寿命化計画を策定 3,500 3,500 169

定事業  

計 93,407 　　　　計 1,053,435 885,064 168,371

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(3) 観光・交流 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

観光協会補助事業 観光協会への事業費等を補助 37,280 33,880 3,400 188

　観光案内事業（うきしろロビー），三原だるま工房運営事業，観光ボランティア支援事業，  

　浮城まつり支援，観光コーディネーター育成事業，観光商品造成事業，定期観光事業，  

　観光資源開発事業　等  

　H30年度は，三原観光協会，本郷町観光協会，大和町観光協会の統合を予定  

　うきしろロビー管理費補助金を統合  

　　　　  

観光イベント助成事業 各種祭り等の事業費助成 9,200 9,200  

　やっさ祭り振興協議会，やっさ踊り振興協議会，神明市協賛会，さつき祭り振興協議会  

　　　　  

◎観光戦略プラン推進事業 観光プロモーション事業 52,015 47,203 4,812 188

　広島県民放4局の情報番組，ラジオＣＭ，Web広告，新聞，雑誌等を活用した観光情報発信  

三原食ブランド化推進事業  188

　三原食取扱店認証事業，ブランド化コンサルティング，情報発信，モニターツアー等  

カープキャンペーン事業  188

　マツダスタジアムでの観光ＰＲ，「三原食」ブランド化推進事業等との連携，カーブ関連イベン  

　ト開催  

広島・宮島・岩国地方連絡協議会負担金  

　広島広域都市圏域全体の観光素材を活用し，広島圏の広域エリアをさらに魅力ある観光圏として  

　アピールするため，各種取組を一体的に推進  

イベント開催委託（筆影山・佛通寺ライトアップ）  

◎外国人誘客情報発信事業  

　インターネット無料接続サービス｢ひろしまフリーWi-Fi｣の維持管理費  

47 　※広島観光サイネージサービス利用料  188

　　広島県内の観光地のＰＲ画像が流れるディスプレイの利用料  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(3) 観光・交流 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

3,000 ※観光戦略プラン策定  188

◎観光戦略プラン推進事業 　観光戦略プランの計画期間満了に伴い，次期観光戦略プランを策定  

つづき ※ポスト築城４５０年事業  188，189 

12,500 　※観光のまち推進事業  

　　築城４５０年事業後の観光のまち三原を推進するため，歴史を活かした事業や市民主体で企画  

　　してきた事業の魅力を充実させ，情報発信の強化も図る  

2,500 　※三矢の訓観光連携事業  

　　お城EXPO 2018への出展，観光ガイド交流，三矢の訓対談，城下町三原ＰＲ派遣など小早川隆  

　　景公にゆかりのある関係市町との連携及びＰＲ活動  

　　　　  

観光施設管理事業 うきしろロビー，すなみ海浜公園，道の駅「神明の里」・「よがんす白竜」，自然公園等の 47,337 54,735 △ 7,398

観光施設の管理運営  

 

　　　　  

道の駅施設整備基金積立金 道の駅「神明の里」の指定管理者からの，施設整備資金に対する指定寄附金を積み立てる 3,017 6,005 △ 2,988

 

　　　  

▼観光案内看板整備事業 観光案内看板設置計画に基づき，観光案内看板（車両系）を37か所64基設置 9,000 △ 9,000

　H27～29年度で整備を完了  

　　　　  

▼瀬戸内三原築城４５０年事業 瀬戸内三原築城４５０年事業の終了 131,742 △ 131,742

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(3) 観光・交流 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

国際化推進事業 三原市国際化推進協議会を主体に，官民連携により国際化を推進 2,035 2,035  191

　国際友好親善推進事業  

　　海外都市との交流発展や連携調整等  

　インバウンド事業  

　　訪日外国人向けの観光案内パンプレットの製作，団体旅行客へ誘致助成制度を実施  

　多文化共生事業  

　　市民と市在住外国人との交流イベントの開催，在住外国人向けの生活ガイドブックの製作  

計 18,047 　　　　計 150,884 293,800 △ 142,916

３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(4) 交流・連携基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎社会資本整備総合交付金事業 舗装路面の損傷が大きい路線の補修　19,500千円 40,080 29,000 11,080

（道路舗装） 500 ※道路舗装構造調査　500千円  

5,280 ※道路附属物（道路照明，標識等）の個別計画策定　5,280千円  

のり面定期点検（調査・箇所別記録表作成）150か所　14,800千円  

　　　　  

◎道路維持補修事業 一般修繕，舗装修繕，草刈委託 140,540 128,180 12,360

道路巡視業務委託　道路パトロール(幅員2～3mの市道) 年3回 1,016路線  

1,900 　　　　　　　　　※道路パトロール(幅員3m以上の市道) 年1回 2,200路線  

　　　  

※公共施設等適正管理推進事業 20,000 舗装路面の損傷が大きい路線の表層に係る補修　20,000千円 20,000 20,000

（道路舗装）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(4) 交流・連携基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

社会資本整備総合交付金事業 木原22号線（H25～H32，全体延長　L=580m　W=6.5m）　　 　　総事業費250,000千円 83,300 123,160 △ 39,860 194

（市道改良事業） 　本年度事業費　　15,000千円  

　　　　　　　　　工事延長　L=65m，用地取得，物件移転補償  

木原町23号線（H16～H34，全体延長　L=1,300m　W=7.0m）　　 総事業費2,100,000千円  194

　本年度事業費　　13,300千円  

　　　　　　　　　工事延長　L=50m，物件移転補償  

糸崎126号線（H25～H31，全体延長　L=230m　W=5.0m）　　 　 総事業費641,000千円  194

　本年度事業費　　42,300千円  

　　　　　　　　　工事延長　L=130m，用地取得，物件移転補償  

木原52号線（H27～H33，全体延長　L=380m　W=5.0m）　　　 　 総事業費113,000千円  194

　本年度事業費　　12,700千円  

　　　　　　　　　用地測量，用地取得，物件移転補償  

　　　　  

◎道路新設改良事業 市内一円の道路改良（34路線うち新規5路線） 549,000 550,242 △ 1,242 199

38,630 　※新規路線：中之町27号線，長谷32号線，高坂町73号線，鷺浦町83号線，堀亀津線  

　　　　  

◎県施行事業負担金 県道改良費の一部を負担 41,460 28,560 12,900 194

（道路改良） 　継続　6路線　　事業費　428,600千円　負担額　41,460千円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(4) 交流・連携基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

社会資本整備総合交付金事業 円一皆実線　（H8～H32） 1,075,600 560,480 515,120 200

（街路） 　総事業費　　    5,700,000千円（L=900m，W=16m）  

　本年度事業費　　1,047,060千円  

　　　　　　　　　ＪＲ工事委託，道路改良工事　等  

　　　　　　　　　債務負担行為（H30～H32）　737,200千円  

古城通糸崎線２　（H20～H29）【H34までに延伸予定】  202

　総事業費　　    1,470,000千円（L=469m，W=14m）  

　本年度事業費　 　   2,645千円  

　　　　　　　　　用地購入，物件補償　等  

本町古浜線４　（H21～H29）【H36までに延伸予定】  201

　総事業費　　    1,000,000千円（L=150m，W=16m）  

　本年度事業費　　   25,895千円  

　　　　　　　　　用地購入，物件補償　等  

　　　　  

◎県施行事業負担金 県総事業費　145,000千円 32,750 26,500 6,250 205

（港湾改良整備） 　三原地区港湾海岸保全事業（高潮対策）松浜地区　護岸工　L=69m  

　松浜地区港湾環境整備事業　護岸詳細設計  

7,500 　※松浜地区重要港湾修築事業　護岸詳細設計  

7,500 　※貝野地区重要港湾修築事業　第2バース設計  

10,000 　※単独県費港湾改良事業　　　貝野地区係船柱整備等  

　　　　  

港湾施設維持管理事業 港湾施設の改良及び維持管理 77,024 71,305 5,719 209

【港湾事業特別会計】 　内港西歩道の延長　　工事延長　L=49m　20,000千円  

　　　　  

※情報基盤施設機器更新事業 80,000 三原中央シェルター及び大和地域の情報通信機器の更新 80,000 80,000

　H29はケーブルネットワーク事業特別会計で本郷地域，久井地域の機器を更新  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(4) 交流・連携基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

 社会保障・税番号制度 マイナンバーカード交付事務 19,955 18,695 1,260

（マイナンバー制度）事業 社会保障・税番号制度中間サーバー運営費負担金  

コンビニ交付運営負担金,コンビニ証明書交付事務取扱手数料  

地方公共団体情報システム機構負担金  

　　　  

▼災害時一斉情報伝達手段整備 H26～H29で実施してきた災害時一斉情報伝達手段整備基本計画に基づく，FM方式による告知端末 427,640 △ 427,640

事業 整備の終了  

　　　　  

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ施設管理事業 放送・通信事業者として，CATV・インターネット等の事業管理運営 29,870 150,520 △ 120,650

【ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業 　・加入世帯　　　　　　情報取得装置　　 　5,502件  

　特別会計】 　 （H30年1月1日現在）　ケーブルテレビ  　 4,453件  

　　　　　　　       　 インターネット　　 1,999件  

　・指定管理者による運営　施設管理，料金徴収  

　　　　  

◎駅前東館跡地整備事業 143,270 図書館及び広場の整備等 143,270 1,870 141,400 210

　図書館及び広場の設計・施工業務を委託実施する。H30年度は設計及び施工準備を予定  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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３　多様な産業と多様な交流による活力あるまち　(4) 交流・連携基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎中心市街地商業等活性化事業 中心市街地活性化事業費補助 17,880 8,553 9,327 210

　中心市街地商業等活性化事業費補助金  

　　商工団体等が行う事業に対し，事業費の一部を補助  

　◎中心市街地新規出店支援事業費補助金  

　　中心市街地区域内の空き店舗及び空き事務所を賃借し，新規出店する際の費用の一部を補助  

　　H30年度から昼間営業を継続する飲食店については，家賃の補助期間を最長3年間に延長  

中心市街地活性化基本計画進捗管理事業費補助  210

　基本計画掲載事業の進捗管理及び目標指標の効果測定を実施する事業費の一部を補助  

7,000 ※中心市街地活性化推進事業費補助  210

　事業推進の担い手となるまちづくり会社の体制強化等を図るための事業費の一部を補助  

計 321,580 　　　　　計 2,350,729 2,124,705 226,024

４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

保育所施設運営事業 公立保育所9所の施設を運営 330,798 331,809 △ 1,011 216

 

 

 

 

事務事業名
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

私立保育所運営助成事業 私立保育所児童委託　5所（定員434人） 649,454 613,364 36,090 216

特別保育事業  

　一時預かり事業，延長保育促進事業，乳児保育促進事業，障害児保育拠点事業，障害児保育事  

　業，地域子育て支援拠点事業，病児・病後児保育（病後児対応型，体調不良児対応型）  

施設型給付金（広域入所）  

　市外の保育所に通う児童に対する公費負担分の給付  

　　　　  

◎地域型保育事業 小規模保育事業費補助　3所（定員 50人） 130,834 63,006 67,828 216

　0～2歳の乳児を受け入れるため，新たに1所を認可し，小規模保育事業を実施  

　子どもサロンドレミ園（皆実一丁目）定員19人（0歳児6人,1～2歳児 13人）  

　なかよし保育園（明神三丁目）定員12人（0歳児3人,1～2歳児 9人）  

38,960 　※駅前ドレミ園（城町一丁目）定員19人（H30～開設予定）  

事業所内保育事業費補助　1所（定員 12人）  216

　0～2歳の乳児を受け入れるため，事業所内保育事業を実施  

　りんくう保育園（本郷町）定員12人（地域枠 6人，従業員枠 6人）  

　事業所内保育･･･会社（事業所）内の保育施設で，従業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育  

　　　　  

認定こども園施設運営事業 公立認定こども園2園の施設を運営 136,693 139,423 △ 2,730 217

就学前の子どもに対し，一貫した教育と保育を一体的に行う  

　久井認定こども園（H26年4月1日開園）  

　　定員 140人（短時間児童50人，長時間児童90人）  

　大和認定こども園（H20年4月1日開園）  

　　定員 185人（短時間児童50人，長時間児童135人）  

　　　　  

私立認定こども園運営助成 私立認定こども園給付 6園（定員 1号75人，2･3号550人） 843,275 759,978 83,297 217

事業 施設型給付金（広域入所）  

　市外の認定こども園に通う児童に対する公費負担分の給付  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　  

※就園援助事業 79,926 子ども・子育て支援新制度に移行した幼稚園に就園する園児に対する費用を負担 79,926 79,926

（施設型給付金） 　月見幼稚園（三原市）　聖愛幼稚園（竹原市）  

　　　　  

◎発達支援事業 乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の構築 251,916 210,321 41,595 223

　二次障害を防ぎ，豊かな社会生活への円滑な移行を図る  

　子ども発達総合相談室，発達専門相談，健診事後教室（おやこ教室）  

　発達障害者支援コーディネーター育成講座，ペアレントトレーニング，社会参加型体験事業  

こども発達支援センター運営費負担金  

　発達障害専門の医療確保のため6市2町で共同運営（福山市）  

117 ※発達障害児者支援検討委員会の設置  

　乳幼児期から成人期に至る切れ目のない発達障害児者支援のあり方を検討する  

重症心身障害児福祉年金  

障害児通所支援事業  

　児童発達支援，放課後デイサービス，保育所等訪問支援，障害児相談支援，  

　障害児通所支援費補助等  

　　　　  

縁結びサポーター養成事業 婚活や結婚に関する相談に応じてアドバイスをする等，ボランティアとして活動できる人材を 446 420 26

養成し，結婚を希望する独身者の婚活を支援  

　成婚した場合，奨励としてサポーターに地域ポイントを付与（30,000円/人）  

　　　　  

乳幼児等医療費助成事業 入院・通院　　中学校3年生修了まで 233,914 273,329 △ 39,415 219

　一部個人負担　医療機関毎に1日500円(入院は月14日，通院は月4日)　所得制限あり  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎子ども居場所づくり事業 児童の遊びや生活の場となる，放課後児童クラブを運営 212,964 176,391 36,573 220

既設置数　　30か所(三原 23か所・本郷 5か所・久井 1か所・大和 1か所）  

31,396 　※児童クラブ民間委託  

　　直営の児童クラブを民間へ委託  

　◎対象学年拡充　1か所（深）  

8,000 　※児童クラブ開設費補助  

　　民設民営の児童クラブに対する開設費用を補助（国1/3，県1/3）  

3,500 　※児童クラブトイレ洋式化工事（糸崎，三原）  

　　　　  

児童虐待防止事業 児童虐待防止講演会，要保護児童対策地域協議会の開催 307 294 13 223

　　　　  

◎子育て世代包括支援センター 妊娠期から子育て期にわたる相談・育児支援を切れ目なく，一体的に実施するワンストップの相 9,737 9,261 476 222

事業 談拠点として，保健師，助産師，保育士，家庭児童相談員を配置し，課題に早期対応し，安心し  

て産み育てる環境を推進する  

　子育て世代包括支援センター　すくすく  

　　開設場所　サン・シープラザ3階　　　利用時間　平日8時30分～17時15分  

　　事業内容　産前・産後サポート事業，利用者支援事業，養育支援訪問  

402 　※産後ケア事業  

　　産後養育困難な母子を産科医療機関へ宿泊させ，母体ケア等を行い，児童虐待を未然に防ぐ  

171 　※短期入所生活援助事業  

　　緊急一時的に母子を保護する必要が生じた場合に，児童養護施設等で一定期間養育・保護する  

　　実施施設：サンロータス皆実，福山乳児院，尾道三美園  

　　　　  

子育てサポートステーション 親子や保護者同士のふれあいの場を提供，未就学児の保護者を対象に育児相談等を行う 15,927 13,192 2,735 219

運営事業 　開設場所　イオン三原店　　　　利用時間　10時～17時  

　事業内容　親子交流事業，子育て相談事業  

　利用料　　無料  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

児童手当給付事業 児童手当を支給 1,468,504 1,508,524 △ 40,020

　一人当たりの支給額（月額）　3歳未満　15,000円  

　　　　　　　　　　　　　　　3歳以上小学生以下　10,000円（第3子以降　15,000円）  

　　　　　　　　　　　　　　　中学生　 10,000円  

　　　　　　　　　　　　　　　特例給付（所得超過）5,000円  

　支給月　6月，10月，2月  

　対象児童数　延べ133,364人  

　　　　  

※子ども・子育て支援事業計画 2,763 H27年3月に策定した子ども・子育て支援事業計画（H27～H31年度）の計画終了に伴い，次期計画 2,763 2,763 221

策定事業 を策定する。  

　計画期間：H32～H36年度  

　　　　  

母子保健事業 母子健康手帳交付 81,938 84,222 △ 2,284 225

妊婦・乳児健康診査，新生児聴覚検査，妊婦歯科健康診査  

妊婦・乳幼児訪問指導，未熟児訪問指導  

集団乳幼児健康診査（1歳6か月，3歳，2歳児歯科健康診査）  

育児指導・相談・教室（5か月児相談，離乳食講習会，育児相談，2歳児相談）  

未熟児養育医療  

母子保健推進委員  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(1) 子ども・子育て 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

不妊検査費等助成事業 夫婦で不妊検査・一般不妊治療を受けた費用を助成 5,386 10,132 △ 4,746 225

　対象者　　市内に住所を有する夫婦で年齢制限なし（広島県の助成事業対象は35歳未満が対象）  

　助成額　　不妊検査・一般不妊治療に係る自己負担額合計の1/2（上限額 5万円）  

　助成回数　1夫婦1回限り  

　医療機関　県が事業実施する不妊検査実施医療機関（H29年4月現在 県内129医療機関）  

夫婦で特定不妊治療・男性不妊治療を受けた費用を助成  

　対象者　　市内に住所を有し，広島県の助成を受けた妻の年齢が43歳未満の夫婦  

　助成額　　治療ステージにより異なる（上限7.5万円又は15万円）  

　助成回数　1夫婦6回まで（妻が40歳以降に治療開始した場合は3回まで）  

　医療機関　県が事業実施する特定不妊治療実施医療機関（H29年4月現在 県内9医療機関）  

計 165,235 　　　　計 4,454,782 4,193,666 261,116

４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(2) 健康・医療 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎健康づくり推進事業 健康・食育みはらプラン，三原市国民健康保険データヘルス計画に基づく，生活習慣病の発症 132,848 144,086 △ 11,238 228～230 

予防と重症化予防，運動普及・食育・地域活動の推進  

　生活習慣病予防対策  

　　健康教育（生活習慣病予防教室,がん予防講演会，地域健康教室）  

　　健康相談（健診事後結果説明会，歯科健康相談）  

　　特定保健指導  

　　健康診査（若年者・生活保護受給者・後期高齢者の基本健康診査，肝炎ウィルス検診，各種  

　　　　　　　がん検診，歯周疾患検診）  

　　　▼乳がん検診（若年者視触診）の廃止  

142 　　　※胃内視鏡検診運営委員会の設置  

　　　　胃内視鏡検査における検査体制，検査医・読影医の認定，精度管理の維持向上等を図る  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(2) 健康・医療 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　運動普及推進事業（運動普及講習会，人材育成及び活動支援）  

◎健康づくり推進事業 900 　　※ウオーキングのまち推進事業  

つづき 　　　ウオーキングのまちづくりの推進に取り組む地域に補助を行う　300千円×3団体  

　健康づくり推進員事業（健康づくり推進員育成及び活動支援）  

　食育推進事業（レシピコンテスト，食育推進講演会，人材育成及び活動支援）  

　健康づくり推進員事業（健康づくり推進員育成及び活動支援）  

　　　　  

薬局での糖尿病検査事業 薬局において糖尿病リスク測定を行い，指導及び特定健康診査の受診勧奨を実施 805 1,058 △ 253 229

　対象者　40～74歳の特定健康診査未受診者  

　実施場所　三原薬剤師会会員薬局  

　　　　  

※メンタルヘルスサポート事業 3,746 市民を対象にメンタルヘルスチェックを実施し，相談室を開設することで，不調者の早期発見・早 3,746 3,746 231

期相談支援を実施する  

　開設時期：H30年8月～　　  

　　　　  

予防接種事業 定期予防接種事業 208,026 217,793 △ 9,767 232

　広島県広域予防接種システムによる予防接種の実施  

　ＢＣＧ，不活化ポリオ，四種混合，二種混合，ＭＲ混合，日本脳炎，子宮頸がん，ヒブ  

　肺炎球菌（小児），高齢者インフルエンザ，水痘,肺炎球菌（高齢者）  

　Ｂ型肝炎  

　　　　  

予防接種費補助事業 里帰り等により県外で定期予防接種を受けた乳幼児の保護者に，負担した費用を補助 269 623 △ 354 232

　Ｂ型肝炎，ＢＣＧ，不活化ポリオ，四種混合，二種混合，ＭＲ混合，日本脳炎，子宮頸がん  

　ヒブ，肺炎球菌（小児），水痘  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(2) 健康・医療 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

特定健康診査事業 特定健康診査及び特定保健指導により，生活習慣病の発症や重症化を予防し，医療費抑制を図る 57,504 53,489 4,015 227

　適正塩分量推進事業  

　　検査項目に推定食塩摂取量検査を追加し，推定食塩摂取量が異常高値の人への情報提供，減塩  

　　指導を実施  

　糖尿病性腎症重症化予防事業  

　　特定健康診査で実施した血清クレアチニン検査で異常高値の人へ受診勧奨を実施  

　　ハイリスク対象者に透析予防指導（委託）を実施  

　　　　  

◎周産期医療体制継続費補助 市内の産科医療体制の維持継続に必要な経費の一部を補助 10,560 5,880 4,680 236

　対象　　産科医療を維持継続するための経費（人件費，医療機器購入等）  

　補助額　分娩件数1件あたり，1万円  

6,540 ※地域周産期母子センター（ＪＡ尾道総合病院）の受入体制の維持を図るため，運営費の一部を補  236

　助  

　特別交付税で算定される額を補助  

　　　　  

小児救急医療運営費補助 休日小児科診療を行っている医療機関に対して財政支援を行い，休日における小児救急医療体制 23,032 23,032  236

の安定的・継続的な供給を図る  

　補助対象医療機関：三原赤十字病院  

　補助金額：23,032千円（特別交付税措置基準額×0.9）  

　　　　　　特別交付税措置：小児医療病床運営　1床当たり1,068千円×15床 ＝16,020千円  

　　　　　　　　　　　　　　小児救急医療提供病院　1病院当たり 9,571千円　　9割補助  

　　　　  

三原赤十字病院増改築事業 三原赤十字病院増改築事業費借入金元利補給 30,261 30,492 △ 231 236

　債務負担行為　H20～H31　償還元金，利子の合計（元金300,000千円）  

　　　　  

※地域医療体制推進事業 4,000 離島の地域医療体制の維持向上を目的に，佐木島における診療所の開設支援として医療機器を整備 4,000 4,000 236

　上限4,000千円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(2) 健康・医療 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

三原看護専門学校改修事業 三原看護専門学校における大規模改修に係る借入金元利補給 9,828 9,906 △ 78 236

　債務負担行為　H24～H35　償還元金，利子の合計（元金90,500千円）  

　　　　  

世羅中央病院企業団負担金 　 67,555 102,479 △ 34,924 236

　企業債償還金，病院運営費，病診間患者輸送費，退職手当負担金  

計 15,328 　　　計 548,434 588,838 △ 40,404

４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

避難行動要支援者同意確認 H25年6月改正の災害対策基本法に基づき，個人情報提供の同意確認を市が直接実施 1,698 1,676 22

事業 　新規該当者の同意確認を実施（対象 4,000人）  

　　　　  

在宅要援護者仲間づくり 世代間交流及び地域住民の自主的な助け合いや支え合いを目的に，サロンを運営 7,160 7,160  240

育成事業 　対象　高齢者,障害者,子育て世帯  

　地域福祉コーディネ－ターを設置し，サロンの新規立上げ，運営を支援  

　　　　  

◎民生委員活動事業 2,722 ◎民生委員の1人当たりの報償金を国基準に合わせて増額する 32,965 30,243 2,722 240

　1人当たり年額　　　　　　　　変更前　　　　変更後　  

　　　　　　　　　三原市　　　　48,200円　→　 59,000円　  

　　　　　　　　　交付税措置分　59,000円　→　 59,000円  

　　　　　　　　　合　計　　　 107,200円　→　118,000円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

介護職員等就労支援事業 介護職員の人材確保及び資質向上・離職防止を図るため，研修修了者に受講料を助成 1,000 1,000  240

　対象者　市内に住所を有し研修修了後，市内介護保険事業所に6月以上従事した介護職員  

　対象となる研修　介護職員初任者研修課程，介護福祉士及び介護支援専門員の資格取得研修  

　助成額　介護福祉士研修及び介護職員初任者研修課程　5万円，介護支援専門員研修　2万円  

　　　　  

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰさぎうら デイサービスセンターさぎうらの管理運営 10,000 6,500 3,500 241

指定管理委託事業 　H29年度まで(医)杏仁会へ委託  

  H30年度から新規事業者へ委託する。（委託先：ＮＰＯ法人 地域の絆）  

　指定管理期間：H30年4月1日～H33年3月31日　指定管理料：28,500千円（3年間の限度額）  

　　　　  

離島介護サービス費等補助 佐木島，小佐木島での介護保険サービスの提供に必要な渡船費用を事業者へ補助 2,700 2,700  

事業  

　　　　  

敬老事業 敬老祝金，敬老会開催等補助，敬老優待バス乗車証，敬老優待乗船券 139,588 141,170 △ 1,582 241

　敬老祝金　88歳：10千円，100歳：50千円  

　敬老会等開催補助（上限）　開催団体：2,600円，記念品のみ配布団体：2,000円　【継続】  

　　　　  

※地域福祉計画策定事業 530 地域福祉計画（H26～H35年度）の中間見直しを実施 530 530 242

　委員報酬　128千円，食糧費　2千円，印刷製本費　400千円  

　　　　  

【介護保険特別会計】 第1号被保険者保険料（第7期：H30～32年度） (10,076,090) (10,384,820) (△308,730) 243，263 

　基準額　月額：5,580円（第6期　月額：5,680円）  

　　　　  

 

 

　　　　  

　　　　  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

単位：千円

28年度 29年度 30年度

(決算) (予算) （予算）

取崩し 0 0 0

積立て 237,128 214,914 10,040

現 在 高 640,100 855,014 865,054

介護給付費準備基金
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

保険給付費 居宅介護サービス給付費　　　　　2,976,707千円 9,319,115 9,762,770 △ 443,655 263～264 

【介護保険特別会計】 地域密着型介護サービス給付費　　1,742,999千円

施設介護サービス給付費　　　　　3,354,455千円

居宅介護福祉用具購入費　　　　　　 11,305千円

居宅介護住宅改修費　　　　　　　　 27,373千円

居宅介護サービス計画給付費　　　　381,012千円

介護予防サービス給付費　　　　　　167,644千円

地域密着型介護予防サービス給付費　 13,333千円

介護予防福祉用具購入費　　　　　　　6,006千円

介護予防住宅改修費　　　　　　　　 17,896千円

介護予防サービス計画給付費　　　　 59,962千円

審査支払手数料　　　　　　　　　　　7,700千円

高額介護サービス費　　　　　　　　200,990千円

高額医療合算介護サービス費　　　　 30,149千円

特定入所者介護サービス費　　　　　320,000千円

特定入所者介護予防サービス費　　　　1,584千円

◎地域支援事業 訪問型サービス事業費　　　　　　  118,379千円 573,216 411,861 161,355 243

【介護保険特別会計】 通所型サービス事業費　　　　　　　182,038千円  

介護予防ケアマネジメント事業費　　 58,560千円  

審査支払手数料　　　　　　　　　　　1,320千円  

高額介護予防サービス費　　　　　　　　384千円  

一般介護予防事業費　　　　　　　　 18,939千円  244

包括的支援事業費　　　　　　　　　161,233千円  245

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

20,000 　◎地域包括支援センター運営委託料（包括的支援事業）  

◎地域支援事業 　　地域ケアシステムの強化を図るため，包括支援センターの機能強化を図る【110,000千円】  

【介護保険特別会計】 任意事業費　　　　　　             32,363千円  246

つづき 2,456 　※介護給付適正化事業（任意事業費）  

　　専門資格（主任介護支援専門員等）を持つ非常勤一般職員1人を新たに任用し，ケアプラン  

　　住宅改修等の点検を重点的に実施する【2,456千円】  

　▼家族介護者交流事業（任意事業費）  

　　　　  

障害者自立支援事業 介護給付 2,179,520 2,144,569 34,951 250

　居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・短期入所・療養介護・生活介護・施設入所支援  

訓練等給付  

　自立訓練（機能・生活）・就労移行支援・就労継続支援・共同生活援助  

自立支援医療（更生医療，育成医療）  

補装具給付  

特定障害者特別給付費  

　施設入所支援利用助成  

療養介護医療費  

相談支援  

　計画相談支援，地域相談支援  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

地域生活支援事業 相談支援，コミュニケーション支援，日常生活用具給付，移動支援，地域活動支援センター， 155,606 155,517 89 251

福祉ホーム，自立生活体験，日中一時支援，障害者スポーツ大会補助，障害者事業所連携強化  

コーディネート事業，障害者虐待防止対策（緊急居室確保，施設との連携相談）  

　　　　  

障害者援護事業 身体障害者連合会補助，障害者バス無料補填事業，相談支援事業，重度心身障害児者福祉手当 447,363 452,421 △ 5,058

重度心身障害児者医療：重度心身障害者に対し，医療費の自己負担相当額を助成  

腎臓障害者通院費補助：人工透析にかかる通院の交通費として月額2,000円を補助  

　　　　　　　　　　　（今年度補助内容を見直す予定）  

難聴児補聴器購入費補助：軽度難聴児の補聴器購入費の2/3を補助  

　　　　  

生活困窮者自立支援事業 生活保護に至る前の生活困窮者の自立相談支援 11,640 12,618 △ 978 257

　対象者：現に経済的に困窮し，最低限の生活を維持できないおそれのある人  

　対象者からの相談に応じ課題を分析，ニーズを把握  

　自立支援計画作成等の支援及び関係機関との連携を図る  

　生活困窮者の家計管理能力を高めるための相談支援を実施  

　実施方法：三原市社会福祉協議会に委託  

住居及び就労機会の確保に向けた支援  257

　対象者：離職等により経済的に困窮し，住居を喪失した人又は喪失するおそれのある人  

　給付額：家賃相当額（上限 生活保護の住宅扶助限度額）  

　実施方法：相談支援は，三原市社会福祉協議会に委託（支給決定及び支給は市）  

生活困窮者学習支援事業  258

　県立広島大学三原キャンパスの学生と連携して学習支援を実施  

　対象者：生活保護受給世帯及び児童扶養手当受給世帯の中学生  

　実施方法：市民福祉会館（5～3月の月2回程度，13時30分～16時30分）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

後期高齢者医療費 療養給付費負担金　市が1/12を負担  1,484,088千円 1,881,031 1,888,091 △ 7,060 259

医療費等審査手数料　　　　　　　　　　　　1千円  

特別会計繰出金                      396,942千円  

　　　　  

生活保護費給付事業 H29年12月31日現在　801世帯　1,036人　保護率 10.87‰ 1,885,020 1,784,830 100,190 256

　　　　  

　　　　  

※生活保護システムリプレイス 4,720 県と共同利用していたシステムの契約満了に伴い，現行システムを市へ移行 4,720 4,720 257

事業 　変更経費：4,376千円　　保守経費：344千円  

　  

【国民健康保険（事業勘定） 事業の変更点 (10,437,910) (12,553,160) (△2,115,250) 260

　特別会計】 ・国民健康保険制度改正（県単位化）  

・保険税の賦課限度額の引上げ，低所得者の保険税軽減措置の拡充（5割・2割の対象者拡大）  

・高額療養費及び高額介護合算療養費の自己負担限度額の見直し  

・療養病床入院時の居住費及び食費負担額の見直し  

・入院時の食事療養費の見直し  

   

　　　　  

　　　　  

　　　　  

　　　　　　　　　　　　　　  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

単位：千円

27年度 28年度 29年度 30年度

(決算) (決算) (予算) （予算）

取崩し 120,000 0 0 73,412

積立て 0 0 87,952 0

現 在 高 462,797 462,797 550,749 477,337

国民健康保険財政調整基金
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４　健やかに暮らせる人に優しいまち　(3) 福祉・介護 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

保険給付費 一般被保険者療養給付費 7,370,230 7,881,584 △ 511,354 261

【国民健康保険（事業勘定） 　被保険者数　20,619人，1人当たり医療費　359,539円　  

　特別会計】 退職被保険者療養給付費  

　被保険者数　　 143人，1人当たり医療費　341,154円　  

その他  

　高額療養費　   868,337千円　　出産育児一時金　  26,054千円  

　葬祭費　　　　   4,080千円　　療養費　　　　　　40,774千円  

  審査支払手数料　16,552千円　　▼はり・きゅう施術費　   

　　　　  

後発医薬品使用促進通知事業 医療費削減を目的とし，被保険者へ後発医薬品の差額を通知 8,643 8,323 320

【国民健康保険（事業勘定） 　　　　  

　特別会計】 　　　　  

　　　　  

【後期高齢者医療特別会計】 　　　　 1,467,540 1,395,160 72,380 262

計 30,428 (　)表示の値は重複があるため計には含まれません　　計 25,499,285 26,088,193 △ 588,908

５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(1) 防災 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

まちなかハザードマップ 市内津波浸水想定区域内の電柱等400か所に津波避難誘導標識を3年計画で設置 6,400 6,400  267

設置事業 　H30は133か所に設置予定  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(1) 防災 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

拠点避難所整備事業 拠点避難所である市立小中学校等に非常用消耗品，備品を配備（41か所） 4,700 4,700  267

　消耗品　アルファ化米 1,600食分  

          ビスケット   1,600食分  

          毛布          　 500枚　等  

　　　　  

自主防災組織設立・育成事業 自主防災組織施設・設備整備費補助　950千円（設立支援） 3,250 4,930 △ 1,680 267

　新規設立組織補助　　　　　　950千円（7組織）  

自主防災組織支援事業費補助　2,300千円（育成支援）  

　自主防災組織が実施する防災訓練費用の助成　  10千円×50組織  

　地域防災マップ作成補助　200千円×3組織  

　防災施設等整備　1,200千円（14組織）  

　　　　  

職員の災害対応能力育成事業 災害対応能力の向上を目的に，職員に対して防災研修・図上訓練を実施 918 1,940 △ 1,022

　防災講義，条件付与型図上訓練  

　　　　  

防災情報ＦＭ放送事業 コミュニティＦＭを活用した災害時一斉情報伝達を行うためのシステム維持管理及び平常時の防災 4,000 2,000 2,000 267

情報等の放送を行う  

　　　　  

※全国瞬時警報システム 1,800 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）受信機更新　1,800千円 1,800 1,800

(Jアラート)受信機更新事業  

　　　　  

木造住宅耐震改修補助事業 木造住宅（S56年5月31日以前に着工等の要件有り）の耐震改修を補助 2,183 2,950 △ 767 277

　耐震診断は三原市が実施（申込者は10千円を負担）  

　耐震改修補助　　　　　　上限額 600千円/棟（補助率 1/2）　  

　耐震部分改修補助　　　　上限額 400千円/棟（補助率 1/2）  

　耐震シェルター設置補助　上限額 200千円/棟（補助率 1/2）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(1) 防災 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎急傾斜地崩壊対策事業 市施行事業【県補助】 93,342 92,942 400 272

　深町　深小学校上地区（H27～H34）　　            　　　総事業費400,000千円  

　　　　　工事延長 L=20m　　　　　　　　　　　　　　　 （全体延長　L=170m）  

　小坂町　沼北小学校地区（H27～H36）　    　        　　総事業費300,000千円  

　　　　　工事延長 L=20m　　　　　　　　　　　　　　 　（全体延長　L=140m）  

4,000 　※本郷町上北方　笹原・谷廻地区（H30～H38）　        　総事業費300,000千円  

　　　　　測量設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （全体延長　L=200m）  

県施行事業【負担金】  272

　宗郷四丁目・五丁目　宗郷地区（H21～H32 以降継続）     総事業費620,000千円  

　　　　　工事延長 L=20m　　　　　　　　　　　　 　　　（全体延長　L=470m）  

　中之町北　中之町公民館北地区（H24～H32 以降継続）     総事業費350,000千円  

　　　　　工事延長 L=60m　　　　　　　　　　 　　　　  （全体延長　L=400m）  

　幸崎久和喜　向山地区（H25～H32 以降継続） 　　　　　　総事業費350,000千円  

　　　　　物件移転補償　 　　　　　　　　　　      　  （全体延長　L=300m）  

　本郷町上北方  川谷地区（H18～H32予定）　　　    　　　総事業費557,000千円  

　　　　　工事延長 L=50m　　　　　　　　　　 　  　　　（全体延長　L=570m）  

　糸崎八丁目  神社北地区（H26～H32  以降継続）　　　 　 総事業費100,000千円  

　　　　　物件移転補償　　　　　　　　　 　　　　　　　（全体延長　L=123m）  

　中之町六丁目　処迫住宅上地区（H28～H32 以降継続） 　　総事業費100,000千円  

　　　　　業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （全体延長　L=120m）  

500 　※中之町六丁目　三原病院下地区（H30～H32 以降継続） 　総事業費1,000,000千円  

　　　　　業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （全体延長　L=620m）  

県移譲交付金事業  

　急傾斜維持補修工事　伐木，除草等  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(1) 防災 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎河川改良事業 沼田東町七宝 引尾川　15,200千円　工事延長　L=140m 　　総事業費　35,000千円（H21～H34） 92,000 52,200 39,800 269

久井町下津 一本松川　 3,600千円　工事延長　L=20m 　　 総事業費　28,000千円（H27～H32）  

本郷町南方 尾原川支線 3,600千円　工事延長　L=30m      総事業費　39,000千円（H27～H36）  

沼田西町小原 砂田川　 3,600千円　工事延長　L=50m　　　総事業費　22,000千円（H28～H31）  

本郷町船木 　大平川　64,000千円　工事延長　L=10m　測量設計，用地取得  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総事業費 180,000千円（H29～H32）  

1,600 ※高坂町 高坂排水路　 1,600千円　測量設計　　　　　　 総事業費　20,000千円（H30～H31）  

400 ※中之町 才原川　　　　 400千円　用地取得　　　　　　 総事業費　10,000千円（H30～H31）  

　　　　  

小規模崩壊地復旧事業 小規模崩壊地復旧　県補助事業:4か所 25,000 46,960 △ 21,960 276

 

 

　　　　  

公共下水道建設事業（雨水） 雨水補助事業　　 　　　　　     535,600千円 566,950 642,990 △ 76,040 270，271 

【公共下水道事業特別会計】 　本年度事業　　　皆実第1排水区雨水管新設工事  

　　　　　　　　　港町第1雨水排水ポンプ場建設工事  

　　　　　　　　　城町第3雨水排水ポンプ場建設工事  

　　　　　　　　　東本通川第2排水区雨水管新設工事  

　　　　　　　　　実施設計　等  

雨水単独事業　　 　　　　 　     31,350千円  270

　本年度事業　　　皆実第1排水区雨水管新設工事  

　　　　　　　　　港町第1雨水排水ポンプ場建設工事  

　　　　　　　　　実施設計，物件移転補償　等  

計 8,300 　　　　　計 800,543 858,012 △ 57,469

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(2) 生活の安全安心 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

消防通信共同運用事業 消防通信指令センターを尾道市と共同で運用 44,935 46,225 △ 1,290

　通信指令センターの位置：尾道消防防災センター内  

　共同運用開始：H26年4月1日  

　　　　  

※消防通信指令システム変更 2,916 消防通信指令センターシステム変更に対する負担金 2,916 2,916

負担金 　三原分　2,277千円　　北部分　639千円  

　　　　  

◎常備消防施設等整備事業 防火貯水槽新設工事　　耐震性貯水槽　2基（12,300千円） 233,161 68,207 164,954 281

                      本郷地域（本郷北一丁目），久井地域（下津）  

217,000 ※消防はしご車購入　1台　217,000千円  280

　　　　  

非常備消防施設等整備事業 消防団活性化事業 5,840 12,160 △ 6,320 280

　小型動力ポンプ 4台（幸崎分団，本郷分団，西野分団，八幡分団）　3,180千円  

　　　　  

◎防犯灯維持管理事業 既存の蛍光灯型防犯灯を一括でLED型防犯灯に更新し，省エネルギーの推進，町内会等の電気料金 108,163 16,698 91,465 284

負担の軽減，維持管理業務の軽減を図る。  

96,000 　◎防犯灯取替工事　96,000千円　　灯数 5,909灯  

　　　　  

防犯カメラ設置費補助 地域の防犯対策，安心安全の確保を目的に，防犯カメラを新たに設置する町内会及び自治会など 900 1,800 △ 900 283

に対し，その設置費の一部を補助  

　補助率　3/4（上限額　300千円/台）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(2) 生活の安全安心 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

▽安心・安全まちづくり事業 児童の登下校時の安全確保   小学校新1年生等へ防犯ブザー 2,042 4,075 △ 2,033 283

情報共有            　　　 メール配信システム（防犯・防災多用途に使用）  

▼ 通学路巡回パトロールの廃止  

H29まで配置していた生活安全担当顧問は学校安全指導員として10款教育費に計上  

　　　　  

駐輪場維持管理事業 三原駅：東駐輪場(800台），西駐輪場(1,570台），北駐輪場(216台) 7,550 8,120 △ 570

本郷駅：駐輪場(150台)  

　　　　  

社会資本整備総合交付金事業 通学路交通安全対策工事　　深町2号線　外29路線 40,000 27,000 13,000 283

（交通安全施設） 　　　　  

　　　　  

交通安全対策特別交付金 交通安全施設整備（道路反射鏡設置，道路照明，区画線等） 17,000 18,000 △ 1,000

（交通安全施設） 　　　　  

計 315,916 　　　　　計 462,507 202,285 260,222

５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(3) 環境 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

家庭用燃料電池ｼｽﾃﾑ 家庭用燃料電池システム（エネファーム）設置費補助金 1,400 2,100 △ 700 291

(ｴﾈﾌｧｰﾑ)設置費補助事業 　住宅に家庭用燃料電池システム（エネファーム）を設置した者に対して補助  

　70千円/件，20件予定  

　　　　  

▼環境基本計画策定事業 現行の計画が策定から10年を経過することから，今後10年の新たな環境施策に係る計画を策定 4,800 △ 4,800

　H29年度で事業完了（繰越明許）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額
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予算審議
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(3) 環境 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

古紙等資源集団回収事業 資源として再利用できる古紙等の廃棄物の集団回収を奨励し，廃棄物の再生利用を促進 11,650 13,050 △ 1,400 294

　古紙等資源集団回収奨励金　　11,450千円  

　　奨励金：7円/㎏，割増交付：年度3回以上実施且つ前年度回収量超　一律5千円  

　古紙等資源集団回収保管庫設置補助　　200千円  

　　回収資源の保管庫の新規設置，修繕及び改造経費の1/2　限度額100千円  

　　　　  

ごみ指定袋管理事業 製造から収納準備事務業務までを一括発注により管理 6,300 33,400 △ 27,100

　閑散期での製造及び納品を分散することで経費削減を図るため，H31年度使用分から運用を変更  

　　旧）現年度末一括納品　→　次年度保管・配送等  

　　新）現年度準備　→　次年度随時納品，保管，配送等  

　　製造業務　袋（45ℓ，30ℓ，15ℓ）　→　H31年度分　25,400千円（債務負担行為）  

　　管理業務　受注，保管配送，収納 →　H30年度分　 6,300千円  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 H31年度分   6,400千円（債務負担行為）  

　　　　  

◎三原広域市町村圏事務組合 不燃物処理工場の運営経費を一部負担 773,004 114,515 658,489

負担金 682,142 ※不燃物処理工場更新事業　682,142千円  294

　施設の老朽化等により，新たな不燃物処理工場を整備するため，三原広域市町村圏事務組合が実  

　施する建設工事等の費用を一部負担  

　債務負担行為（H30～H31）　1,033,700千円  

　  

※災害廃棄物処理計画策定事業 2,900 大量に発生する災害廃棄物を迅速，計画的，効率的に処理するため，災害廃棄物処理計画を策定 2,900 2,900 294

　　　　  

塵芥収集車更新事業 老朽化した4t塵芥収集車1台を，経済的で機動性のある2tワイドシャーシ塵芥収集車に更新 7,000 7,000  

　　　　  

清掃工場改修事業 老朽化した建築物等の更新，設備の追加更新 53,500 120,000 △ 66,500 295

　ガス冷噴射水配管更新，飛灰サイロ及び炉内尿素噴霧施設の補修  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(3) 環境 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

清掃工場連続運転化事業 増加するごみの安定的な処理を目的に連続運転化するため，生活環境影響調査を実施 5,471 2,500 2,971 295

　2か年事業（H29～H30）  

　　　　  

最終処分場延命化事業 清掃工場で発生した焼却灰等を県環境保全公社（出島処分場）へ搬出し処分 57,855 68,155 △ 10,300 293

計 685,042 　　　　計 919,080 365,520 553,560

５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(4) 生活基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

地籍調査事業 調査対象面積　　　430.06㎢ 58,994 70,486 △ 11,492 299

調査済面積　　　　245.87㎢　　　　進捗率　　57.17％（H29年度末）  

　本年度一筆地調査実施区域及び調査面積  

　　小坂町の一部，※小泉町の一部，久井町江木の一部　1.44㎢  

　　　　  

▼都市計画マスタープラン 現行計画がH27で満了となることに伴い，立地適正化計画と併せ，次期計画を3か年で策定 2,043 △ 2,043

策定事業 　H27～H29総事業費　5,972千円  

　H29年度で事業完了（繰越明許）  

　　　　  

▼立地適正化計画策定事業 立地適正化計画制度の創設に伴い，コンパクトシティの実現を推進するため，都市計画マスター 6,553 △ 6,553

プランと併せ，立地適正化計画を3か年で策定  

　H27～H29総事業費　17,329千円  

　H29年度で事業完了  

　  

※魅力あるまちなみづくり事業 2,554 市道本町45号線を中心とした本町地区を「本町西国街道地区」として整備する方針を定める 2,554 2,554 298

　ワークショップ開催（2回）　2,554千円  

　2か年事業（H30～H31）　債務負担行為　2,000千円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

－　53　－



－　54　－

５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(4) 生活基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

▼世羅三原斎場組合やすらぎ苑 建設から25年が経過し老朽化した「やすらぎ苑」の大規模改修に対し，その費用を一部負担 51,462 △ 51,462

大規模改修事業 　改修概要：屋根等施設改修，空調設備更新，トイレ洋式化及び多目的トイレ整備等  

  H29年度で事業完了  

　　　　  

新三原斎場建設事業 新三原斎場建設に伴う施設建設 749,500 838,600 △ 89,100 305

　建設工事は，2か年事業（H30～H31）債務負担行為 1,117,700千円  

　施設概要：敷地面積 9,258.98㎡，鉄筋コンクリート造 地上2階，延べ床面積 2,324.16㎡  

　  

※全国都市緑化ひろしまフェア 510 H32年度に広島市で開催予定の全国都市緑化フェアについて，広島市は県内23市町での開催を 510 510

開催事業 呼びかけており，本市も主催者として参加するため経費を負担する  

　三原市の負担金予定額　H30　　510千円  

　　　　　　　　　　　　H31　1,735千円  

　　　　　　　　　　　　H32　1,720千円  

　　　　　　　　　　　　 計　3,965千円  

　　　　  

社会資本整備総合交付金事業 公園施設長寿命化対策支援事業（H26～H31) 64,400 100,800 △ 36,400 303

(都市公園） 　総事業費　300,000千円  

　本年度事業費　24,000千円　 やまみ三原運動公園　陸上競技場スタンド屋根更新  

都市公園安全安心対策緊急総合支援事業（H24～H30)  304

　総事業費　240,000千円  

　本年度事業費　31,500千円　 皆実第五公園　外3か所　トイレ更新  

都市公園整備事業（H23～H35）  302

　総事業費　858,000千円  

　本年度事業費　 8,900千円　 東本通8号公園整備工事  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(4) 生活基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

【土地区画整理事業特別会計】 　　　　  

社会資本整備総合交付金事業 東本通地区　総事業費　　9,180,000千円（H11～H35）　施行面積　47.8ha 220,700 200,700 20,000 302

（街路） 　本年度事業　道路築造　L=180m，盛土整地　1,700㎡，物件補償等  

【土地区画整理事業特別会計】 　　　　  

土地区画整理事業 東本通地区　総事業費　　9,180,000千円（H11～H35）　施行面積　47.8ha 110,800 110,600 200 302

（東本通） 　本年度事業　道路築造　L=232m，宅地整地　2,400㎡，物件補償等  

　　　　  

小型浄化槽設置整備費補助 汲み取り式トイレ又は単独浄化槽から小型浄化槽への転換以外の浄化槽設置は，補助額を半額 33,415 39,916 △ 6,501 315

事業 　補助対象地区　　三原・本郷・久井地域のうち公共下水道等事業認可区域外  

　〔転    換〕5人槽332千円×45基　7人槽414千円×20基　10人槽548千円×2基  

　〔転換以外〕5人槽166千円×40基　7人槽207千円×10基　10人槽274千円×1基　合計118基  

　  

◎公共下水道建設事業（汚水） 汚水補助事業　　　　　　　　　　383,300千円 754,580 692,130 62,450 317，318 

【公共下水道事業特別会計】 　総事業費　　36,383,000千円（H2～H31）　事業計画面積　1,566.7ha　  

　本年度事業　　面整備（処理区分）　　三原西，三原東，下北方，沼田東第2，本郷第4  

　　　　　　　　実施設計，物件移転補償　等  

汚水単独事業　　 　　　　　     195,380千円  317，318 

　本年度事業　　面整備（処理区分）　　三原西，三原東，和田，港町，沼田東第2，本郷第4  

　　　　　　　　取付管新設，公共ます取付，実施設計，物件移転補償　等  

27,100 特定環境保全補助事業　　 　      27,100千円  318

　本年度事業　　※船木第1処理分区汚水管新設工事  

　　　　　　　　※和木処理分区事業計画変更業務委託  

特定環境保全単独事業　　  　      　300千円  

県施行事業負担金 　　 　  　　  148,500千円  

15,761 　※3号池増設工事　15,761千円  

　　現在の処理能力（1号池，2号池）では，今後の下水道供給開始による処理量の増加に対応でき  

　　ないため，3号池を増設する（事業期間　H30～H32）  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(4) 生活基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

小型浄化槽建設事業 小型浄化槽設置 13,353 13,760 △ 407 315

【小型浄化槽事業特別会計】 　　10基（5人槽　3基，7人槽　5基，14人槽　2基）  

　　　　  

空家等対策事業 生活環境の保全及び空家の活用促進のため，空家等対策計画に基づく対策を実施 3,644 7,288 △ 3,644 322

　老朽危険空家等の除却費補助　上限額 500千円/棟（補助率 8/10）  

　登記所有者の死亡等で所有者が不明となった空家等の所有者特定業務を委託  

　　　　  

◎市営住宅整備事業 市営住宅長寿命化計画に基づく整備（H27～H36）　総事業費 3,355,896千円 101,540 245,000 △ 143,460 323

　本年度事業：旭町住宅1号棟西棟　外壁改修　等  

9,650 　　※八雲路住宅4･5･6号棟　改修工事等  

61,260 　　※清水住宅全棟　改修工事等  

　　小西住宅1･2号棟　改修工事　等  

　　住宅解体　26戸（深町住宅13戸，仲沖住宅5戸，処迫住宅5戸，須波住宅1戸，平原住宅2戸）  

　　移転補償　12戸（泉住宅7戸，和草住宅2戸，大石住宅1戸，日の口住宅2戸）  

3,200 　　※市営住宅長寿命化計策策定業務委託  

　  

※市営住宅指定管理委託業務 89,737 市営住宅指定管理委託　89,737千円 89,737 89,737

　債務負担行為（H30～H34）448,685千円  

　　　　  

生活交通バス路線運行事業 生活交通維持費補助　107,156千円 107,212 102,599 4,613 325

　・バス事業者に対して生活路線の赤字路線分を補助　  

　　　　  

◎コミュニティ交通推進事業 生活交通維持費補助　29,003千円 38,035 36,312 1,723 325

　・デマンド交通（幸崎町，※八幡地域，本郷地域，大和地域）の運行にかかる経費を補助  

2,063 　　　八幡デマンド交通運行開始（H30年10月～）　2,063千円  

地域内公共交通運行委託料　6,089千円  

　・佐木島，久井地域のバス運行委託  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
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５　安心して快適・安全に住み続けられるまち　(4) 生活基盤 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

生活航路運航事業 離島航路運航費補助　5,832千円 36,002 20,940 15,062 325

　収益に欠損が生じている小佐木島と三原内港を結ぶ航路事業者に対して補助  

生活航路維持確保対策事業費補助（県・尾道市協調補助）　29,870千円  

　収益に欠損が生じている複数市町を結ぶ主要航路事業者に対して補助  

定期航路運航費補助　300千円  

　収益に欠損が生じており，上記2つの補助を受けることができない市内に寄港する航路事業者に  

　対し，桟橋使用料相当額を補助  

計 211,835 　　　　　計 2,384,976 2,539,189 △ 154,213

６　計画の実現に向けて　(1) 効果的・効率的な行財政運営 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

行財政改革推進事業 行政アドバイザー活用事務 3,222 3,476 △ 254 327

　行財政改革の推進にあたり，制度改善上の助言を行う行政アドバイザーを活用  

事業レビュー実施事業  328

　施策の成果を効果的に向上させるため，市の事務事業について必要性等を外部の視点で点検  

　　　　  

▽市有財産販売推進事業 市有財産の分譲地・未利用地の積極的売却の実施 10,574 35,731 △ 25,157 328

　▽モデルハウス設置費補助（4,000千円/棟） 16,000千円をH29年度で終了  

　　　　  

納税案内センター管理運営 納税案内センターを設置し，軽微な新規滞納者へ電話催告を実施 10,236 10,250 △ 14

事業 　管理者1人，オペレーター2人  

　市税，国民健康保険税，介護保険料，後期高齢者医療保険料  

　債務負担行為（H30～H32）　23,597千円  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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６　計画の実現に向けて　(1) 効果的・効率的な行財政運営 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

※クラウド型文書共有システム 6,133  情報端末の利用により，議員及び職員が電子情報を検索できる仕組みを構築する 6,133 6,133 333

活用事業  

　　　　  

※旧消防庁舎解体事業 74,600 現庁舎解体時の来庁者用駐車場不足への対応及び今後発生する市営円一町駐車場更新時の代替駐車 74,600 74,600 332

場の確保策等のため，旧消防庁舎を解体撤去する。　  

　　　　  

◎円一町駐車場維持管理事業 円一町駐車場の管理運営 31,377 19,272 12,105

【駐車場事業特別会計】 15,700 　※旧消防庁舎跡地を平面駐車場として整備　15,700千円  332

　　　　  

新庁舎建設事業 建築主体工事，電気設備工事，空調換気設備工事，給排水衛生設備工事，通信ネットワーク構築， 2,522,200 1,083,900 1,438,300 333

備品購入  

　継続費　H28～H31年度　総額　6,282,100千円  

　　　　  

◎社会資本整備総合交付金事業 ＪＲ委託工事委託料　2橋（須波11号線1号橋梁，幸崎36号線1号橋梁）　事業費　153,000千円 340,000 272,000 68,000 331

（橋梁長寿命化） 　　　　　　　　　　　　（総事業費　230,000千円，H29～H31債務負担行為 153,000千円）　  

橋梁点検調査委託　 　77橋　　　　　事業費　 19,931千円  

ＪＲ橋梁点検調査委託　1橋　　  　　事業費　 11,369千円  

橋梁等補修工事　　　 14橋　　　　　事業費　142,500千円  

8,500 ※橋梁耐震補強検討業務委託         事業費　　8,500千円  

4,700 ※橋梁長寿命化修繕計画の見直し   　事業費　　4,700千円  

計 109,633 　　　　　計 2,998,342 1,424,629 1,573,713

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁
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６　計画の実現に向けて　(2) 透明性の高い行政運営と情報発信 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

議会だより作成事業 議会広報紙｢議会だより｣を年4回作成 5,461 5,644 △ 183

　A4判16ページ3回，A4判20ページ1回  

　　　　  

◎コミュニティＦＭ整備事業， 不感地域対策と㈱ＦＭみはらの運営支援等 25,008 150,720 △ 125,712 336

活用事業 10,000 　※不感地域調査，不感地域対策実施設計　10,000千円  

　運営費補助金 6,000千円，広告料 8,000千円  

　　第9款 消防費に防災情報ＦＭ放送事業 4,000千円  

　　コミュニティＦＭ関連事業総額　29,008千円  

計 10,000 　　　　計 30,469 156,364 △ 125,895

６　計画の実現に向けて　(3) 地方分権型社会に対応した行政運営 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

みはらふるさと夢基金積立金 ふるさと納税寄附金を「三原市の夢ある未来づくり事業」に要する財源に充てるための基金積立 56,814 36,239 20,575

　三原うきしろＷＡＯＮカードで決済された額の0.1％について，イオンリテール㈱から寄附を  

　受ける  

　H30年度末残高見込み 214,741千円  

　　　  

※過疎地域自立促進特別事業 52,362 H30年度末残高見込み　93,362千円 52,362 52,362

基金積立金  

　　　　  

▽ふるさと納税推進事業 ふるさと納税寄附額の43.5％を事業経費に充当（返礼品30％，事務費13.5％） 44,340 65,260 △ 20,920

　▽寄附金に対する返礼品の割合を50％→30％に変更  

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

事務事業名
新規,制度
拡充の額

30年度当初 29年度当初 比較
予算審議
資料の頁

－　59　－



－　60　－

６　計画の実現に向けて　(3) 地方分権型社会に対応した行政運営 単位：千円

［※］は新規事業   [◎]は拡充事業  [▽]は縮小　[▼]は廃止　

説　　　　　　　　　　　　明

　　　　  

◎地域ポイント付与事業 3,216 ※三原エンジョイウオーク事業 3,520 350 3,170 342

　事前に登録した市民に，期間を定めてウオーキングの歩行量を記録してもらい，一定の基準以  

　上の人に対し，抽選で総額100万円分のポイントが当たる  

結婚，出産時の記念として，記念樹の贈呈又は地域ポイント（500ポイント）の付与を選択できる  

　　　　  

◎みはらふるさと夢基金事業 ふるさと納税の積立基金である「みはらふるさと夢基金」を財源に事業を実施 16,810 12,680 4,130

14,630 　グランドデザイン推進事業　14,630千円  340

　　グランドデザイン実現に向けたソフト面の基盤づくりとして，将来の街において活躍する人材  

　　の発掘・育成や具体的な支援を実施  

　　　※空き家，空き店舗等の活用に関する相談，提案，支援などを通じた「場づくり支援」  

　　　・リノベーションなどの講座実施や建築家の助言などによる人材育成に取り組むとともに，  

　　　　参加者同士を結び付け，事業化につなげる「人材育成支援」  

　　　・起業・活動に必要な情報提供やデザイナー，金融機関などの専門家とつなぐネットワーク  

　　　　づくりなどの「活動支援」  

　　　※ふるさと納税サイトを活用したクラウドファンディングによる起業・活動への「財政支  

　　　　援」  

　キャリア教育コーディネート事業　2,180千円  341

　　学校と企業等が連携して行う「キャリア教育事業」を通じて，子どもたちの地域理解の  

　　促進，職業観や郷土愛の醸成を図り，将来的なＵターン希望者を増加させる  

　  

※広島広域都市圏連携事業 19,968 ※広島広域都市圏連携事業負担金 19,968 19,968 341

　広島広域都市圏における連携中枢都市圏制度を活用し，土地の地目認定及び家屋の異動判読等を  

　行い，固定資産税を公平かつ適切に課税するため，共同で航空写真を撮影する。  

計 90,176 　　　　計 193,814 114,529 79,285

事務事業名
新規,制度
拡充の額
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